
JP 6114310 B2 2017.4.12

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　誘導電力伝送（ＩＰＴ）システムの第１段であって、スイッチングセクションを有する
インダクタ－キャパシタ－インダクタ（ＬＣＬ）負荷共振コンバータ、ＬＣＬ同調回路、
一次レシーバパッド及び一次コントローラを含み、前記スイッチングセクションは直流（
ＤＣ）電圧を前記ＬＣＬ同調回路に接続し、前記スイッチングセクションは前記ＤＣ電圧
を前記スイッチングセクションのスイッチングサイクル中に正極性及び負極性に接続し、
前記一次レシーバパッドは負荷として前記ＬＣＬ同調回路に接続され、前記一次コントロ
ーラは前記スイッチングセクションのスイッチングを制御し、前記一次コントローラはス
イッチングセクションの導通角（σ）を制御する、第１段と、
　前記ＩＰＴシステムの第２段であって、二次レシーバパッド、二次共振回路、二次整流
回路、二次減結合コンバータ、及び二次減結合コントローラを含み、前記二次レシーバパ
ッドは前記二次共振回路に接続され、前記二次共振回路は前記二次整流回路に接続され、
前記二次整流回路は前記二次減結合コンバータに接続され、前記二次減結合コントローラ
は前記二次減結合コンバータのスイッチングを制御する、第２段と、
　前記ＩＰＴシステムに接続された負荷であって、前記第２段の出力に接続され、少なく
とも１つのエネルギー蓄積素子を含み、前記第２段及び前記負荷は車輌に搭載され、前記
第１段は固定の場所に設置され、前記二次レシーバパッドが前記一次レシーバパッドに対
向するように前記車輌が位置すると、前記一次レシーバパッドは空隙を介して前記二次レ
シーバパッドに電力を無線伝送する、負荷と、
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　前記ＩＰＴシステムの効率を最大にするデュアルサイド制御アルゴリズムであって、前
記デュアルサイド制御アルゴリズムは、前記ＩＰＴシステムの前記効率を最大にするため
に前記第１段の導通角を制御する基準及び前記第２段のデューティサイクルを制御する基
準を調整する、デュアルサイド制御アルゴリズムと
を備えるシステム。
【請求項２】
　前記第１段の前記スイッチングセクションは、Ｈブリッジスイッチングコンバータを含
む、請求項１に記載のシステム。
【請求項３】
　前記Ｈブリッジスイッチングコンバータは絶縁ゲートバイポーラトランシーバ（ＩＧＢ
Ｔ）を含む、請求項２に記載のシステム。
【請求項４】
　前記一次コントローラは１以上のシンメトリックボルテージキャンセレイション（Symm
etric Voltage-Cancellation）制御、アシンメトリックボルテージキャンセレイション（
Asymmetric Voltage-Cancellation）制御、及びアシンメトリックデューティサイクル（A
symmetric Duty Cycle）制御を用いて前記スイッチングセクションを制御する、請求項１
に記載のシステム。
【請求項５】
　前記第１段内の第１の無線通信モジュール及び前記第２段内の第２の無線通信モジュー
ルをさらに含み、前記第１の無線通信モジュール及び前記第２の無線通信モジュールは前
記車輌が前記第１段の無線範囲内にあるとき無線で通信する、請求項１に記載のシステム
。
【請求項６】
　前記第１段内に整流セクションを含み、前記整流セクションは交流（ＡＣ）電源及び前
記第１段の前記スイッチングセクションに接続され、前記整流セクションは前記ＡＣ電源
からのＡＣ電圧を整流し、前記整流セクションは前記第１段の前記スイッチングセクショ
ンのための前記ＤＣ電圧を有する、請求項１に記載のシステム。
【請求項７】
　前記整流セクションは、前記第１段の前記スイッチングセクションにより引き出される
電流の力率及び高調波を補正する能動力率補正スイッチング電力コンバータを含む、請求
項６に記載のシステム。
【請求項８】
　前記エネルギー蓄積素子は前記車輌に搭載された電池を含み、前記電池は前記車輌の電
気駆動システムに電力を供給し、前記第２段の前記二次減結合コンバータは、前記電池を
充電すること及び前記電気駆動システムを駆動することの１以上のために電力を供給する
、請求項１に記載のシステム。
【請求項９】
　２以上の第１電力段を含み、各第１電力段は前記車輌が停止する場所に位置し、前記第
１電力段は、前記車輌が位置する場所において、前記二次レシーバパッドが前記第１段の
前記一次レシーバパッドと整列する間、前記第２段に電力を無線伝送する、請求項１に記
載のシステム。
【請求項１０】
　１以上の整列センサを含み、当該整列センサは前記一次レシーバパッド及び前記二次レ
シーバパッドに対して、前記二次レシーバパッドが前記一次レシーバパッドと整列すると
き、前記整列を検出するように配置される、請求項１に記載のシステム。
【請求項１１】
　前記一次レシーバパッド及び前記二次レシーバパッドは、
　　前記一次レシーバパッド又は前記二次レシーバパッドに面するほぼ平坦な表面と、
　　前記一次レシーバパッド又は前記二次レシーバパッドの中心から半径方向に伸び、前
記平坦な表面にほぼ平行に配置されたいくつかの直線状磁性素子と



(3) JP 6114310 B2 2017.4.12

10

20

30

40

50

　　複数の直線状磁性素子内に円形パターンに巻かれ、前記平坦な表面にほぼ平行な導体
であって、いくつかの層に巻かれ、各層は隣接する層に隣り合って配置され、各層は、前
記一次レシーバパッド及び前記二次レシーバパッドの前記中心から半径方向に前記ほぼ平
坦な表面にほぼ垂直な方向に伸び、各導体は複数のさらに小さな導体を有する、導体と
を有する、請求項１に記載のシステム。
【請求項１２】
　前記第２段は、９０パーセント以上の前記ＩＰＴシステムの効率で、５．５キロワット
（ｋＷ）から２００ｋＷの範囲の前記負荷に電力を供給する、請求項１に記載のシステム
。
【請求項１３】
　前記第２段の前記二次減結合コンバータはブーストコンバータであり、前記ブーストコ
ンバータは、前記負荷の入力電圧を、前記二次共振回路からさらに高い出力電圧に引き上
げる、請求項１に記載のシステム。
【請求項１４】
　前記車輌は、前記二次レシーバパッドが前記一次レシーバパッドを覆い、前記二次レシ
ーバパッドの中心が前記一次レシーバパッドの中心とほぼ整列するように、前記一次レシ
ーバパッドに対向して前記二次レシーバパッドを整列させ、前記二次レシーバパッドの前
記中心を前記一次レシーバパッドの前記中心とほぼ整列させることは、ミスアライメント
リミット内のミスアライメントの量を含む、請求項１に記載のシステム。
【請求項１５】
　誘導電力伝送（ＩＰＴ）システムの第１段であって、
　　整流セクションと、
　　Ｈブリッジスイッチングセクションと、
　　インダクタ－キャパシタ－インダクタ（ＬＣＬ）同調回路と、
　　一次レシーバパッドと、
　　一次コントローラとを備え、
　前記整流セクションは、交流（ＡＣ）電圧を整流して、直流（ＤＣ）電圧を前記Ｈブリ
ッジスイッチングセクションに供給し、前記Ｈブリッジスイッチングセクションは、前記
ＤＣ電圧を前記ＬＣＬ同調回路に接続し、前記Ｈブリッジスイッチングセクションは、前
記ＤＣ電圧を前記Ｈブリッジスイッチングセクションのスイッチングサイクル中に正極性
及び負極性に接続し、前記一次レシーバパッドは、負荷として前記ＬＣＬ同調回路に接続
され、前記一次コントローラは、前記Ｈブリッジスイッチングセクションのスイッチング
を制御し、前記一次コントローラはスイッチングセクションの導通角（σ）を制御する、
第１段と、
　前記ＩＰＴシステムの第２段であって、
　　二次レシーバパッドと、
　　二次共振回路と、
　　二次整流セクションと、
　　二次ブーストコンバータと、
　　二次減結合コントローラとを備え、
　前記二次レシーバパッドは前記二次共振回路に接続し、前記二次共振回路は前記二次整
流セクションに接続し、前記二次整流セクションは前記二次ブーストコンバータに接続し
、前記二次減結合コントローラは前記二次ブーストコンバータのスイッチングを制御する
、第２段と、
　前記ＩＰＴシステムに接続された負荷であって、前記第２段の出力に接続され、車輌の
電池及び電気駆動システムを有し、前記第２段及び負荷は前記車輌に搭載され、前記第１
段は固定の場所に設置され、前記二次レシーバパッドが前記一次レシーバパッドに対向す
るように前記車輌が位置すると、前記一次レシーバパッドは、前記二次レシーバパッドに
電力を無線伝送し、前記二次ブーストコンバータは、前記車輌の前記電池を充電すること
及び前記電気駆動システムを駆動することの１以上のために電力を供給する、負荷と、
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　前記ＩＰＴシステムの効率を最大にするデュアルサイド制御アルゴリズムであって、前
記デュアルサイド制御アルゴリズムは、前記効率を最大にするために前記第１段の導通角
を制御する基準及び前記第２段のデューティサイクルを制御する基準を調整する、デュア
ルサイド制御アルゴリズムと
を備えるシステム。
【請求項１６】
　誘導電力伝送（ＩＰＴ）システムの第１段のスイッチングを介して、前記第１段のイン
ダクタ－キャパシタ－インダクタ（ＬＣＬ）同調回路への直流（ＤＣ）電圧の接続及び切
断するステップであって、前記ＬＣＬ同調回路は、前記第１段の一次レシーバパッドに接
続され、前記ＤＣ電圧の接続は、スイッチングセクションのスイッチングサイクル中に正
極性及び負極性の双方への接続を含む、ステップと、
　一次コントローラを使用して前記第１段の前記スイッチングセクションの導通角を制御
するステップと、
　二次レシーバパッドが前記一次レシーバパッドに対向するように整列されると、前記第
１段の前記一次レシーバパッドから空隙を介して前記ＩＰＴシステムの第２段の前記二次
レシーバパッドへ電力を無線伝送するステップと、
　前記第２段の前記二次レシーバパッドから前記第２段の二次同調回路に電力伝送するス
テップと、
　前記第２段の二次整流回路により、前記第２段の前記二次同調回路からの電力を整流す
るステップと、
　前記第２段の前記二次整流回路から前記第２段の二次減結合コンバータに電力伝送する
ステップと、
　二次減結合コントローラを使用して前記第２段の前記二次減結合コンバータのデューテ
ィサイクルを制御するステップと、
　前記第２段の前記二次減結合コンバータから負荷に電力伝送するステップであって、前
記第２段及び前記負荷は車輌に搭載され、前記二次レシーバパッドが前記一次レシーバパ
ッドに対向するように前記車輌が位置すると、前記一次レシーバパッドは前記二次レシー
バパッドに電力を無線伝送する、ステップと、
　デュアルサイド制御アルゴリズムを使用して、前記ＩＰＴシステムの効率を最大化する
システムであって、前記デュアルサイド制御アルゴリズムは、前記第１段の前記導通角を
制御するために使用される基準を調整し、前記第２段の前記二次減結合コンバータの前記
デューティサイクルを制御するために使用される基準を調整する、ステップと
を含む方法。
【請求項１７】
　前記一次レシーバパッドに対向する前記二次レシーバパッドの位置を識別するステップ
と、
　一次レシーバパッド及び二次レシーバパッドの位置情報を送信するステップと、
　前記一次レシーバパッドに対向するように前記二次レシーバパッドを整列させるために
前記一次レシーバパッド及び二次レシーバパッドの位置情報を使用するステップと
を更に含む、請求項１６に記載の方法。

 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
〔関連出願の相互参照〕
　本出願は、Hunter Wuらによる「WIRELESS POWER TRANSFER SYSTEM AND METHODS」とい
う名称で２０１２年１月２３日に出願された米国仮特許出願第６１／５８９，５９９の利
益を主張し、この仮出願は、参照により本明細書に全て組み込まれる。Hunter Wuらによ
る「SWITCH WEAR LEVELING」という名称で２０１３年１月２３日に出願された米国特許出
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願第１３／７４８，０７４は、参照により本明細書に全て組み込まれる。
【０００２】
　本発明は、無線電力伝送の制御に関し、より詳しくは車輌充電用の誘導電力伝送（ＩＰ
Ｔ）システムに関する。
【発明の概要】
【０００３】
　誘導電力伝送用システムは、誘導電力伝送（ＩＰＴ）システムの第１段を含む。第１段
は、スイッチングセクションを有するＬＣＬ負荷共振コンバータ、ＬＣＬ同調回路、一次
レシーバパッド及び一次コントローラを含み、スイッチングセクションは直流（ＤＣ）電
圧をＬＣＬ同調回路に接続する。スイッチングセクションはＤＣ電圧をスイッチングセク
ションのスイッチングサイクル中に正極性及び負極性に接続する。一次レシーバパッドは
負荷としてＬＣＬ同調回路に接続され、一次コントローラはスイッチングセクションのス
イッチングを制御する。
【０００４】
　本システムは、ＩＰＴシステムの第２段を含み、第２段は、二次レシーバパッド、二次
共振回路、二次整流回路、二次減結合コンバータ、及び二次減結合コントローラを含む。
二次レシーバパッドは二次共振回路に接続され、二次共振回路は二次整流回路に接続され
る。二次整流回路は二次減結合コンバータに接続され、二次減結合コントローラは二次減
結合コンバータのスイッチングを制御する。本システムはＩＰＴシステムに接続された負
荷を含む。この負荷は第２段の出力に接続され、少なくとも１つのエネルギー蓄積素子を
含む。第２段及び負荷は車輌に搭載され、第１段は固定の場所に設置される。二次レシー
バパッドが一次レシーバパッドに対向するように車輌が位置すると、一次レシーバパッド
は空隙を介して二次レシーバパッドに電力を無線伝送する。
【０００５】
　一実施形態では、第１段のスイッチングセクションは、Ｈブリッジスイッチングコンバ
ータを含む。別の実施形態では、Ｈブリッジスイッチングコンバータは絶縁ゲートバイポ
ーラトランシーバ（ＩＧＢＴ）を含む。別の実施形態では、一次コントローラはスイッチ
ングセクションの導通角（σ）を制御する。別の実施形態では、一次コントローラは対称
電圧相殺（ＳＶＣ）制御及、非対称電圧相殺（ＡＶＣ）制御、及び／又は非対称デューテ
ィサイクル（ＡＤＣ）制御を用いてスイッチングセクションを制御する。更に別の実施形
態では、ＩＰＳシステムの効率を最大にするデュアルサイド制御アルゴリズムを用いる。
デュアルサイド制御アルゴリズムは効率を最大にするために第１段の導通角を制御する基
準及び第２段のデューティサイクルを制御する基準を調整する。
【０００６】
　一実施形態では、本システムは第１段内に第１の無線通信モジュールを、第２段内に第
２の無線通信モジュールを含む。第１の無線通信モジュール及び第２の無線通信モジュー
ルは車輌が第１段の無線範囲内にあるとき無線で通信する。別の実施形態では、本システ
ムは第１段内に整流セクションを含む。整流セクションは交流（ＡＣ）電源及び第１段の
スイッチングセクションに接続され、整流セクションはＡＣ電源からのＡＣ電圧を整流す
る。整流セクションは第１段のスイッチングセクションのためのＤＣ電圧を有する。他の
実施形態では、整流セクションは、第１段のスイッチングセクションにより引き出される
電流の力率及び高調波を補正する能動力率補正スイッチング電力コンバータを含む。
【０００７】
　別の実施形態では、エネルギー蓄積素子は車輌に搭載された電池を含む。電池は車輌の
電気駆動システムに電力を供給する。第２セクションの二次減結合コンバータは電池を充
電するため及び／又は電気駆動システムを駆動するために電力を供給する。別の実施形態
では、本システムは２以上の第１電力段を含む。各第１電力段は車輌が停止する場所に位
置し、第１電力段は、車輌が位置する場所において、二次レシーバパッドが第１段の一次
レシーバパッドと整列する間、第２段に電力を無線伝送する。別の実施形態では、本シス
テムは１以上の整列センサを含み、これらの整列センサは一次レシーバパッド及び二次レ
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シーバパッドに対して、二次レシーバパッドが一次レシーバパッドと整列するときこの整
列を検出するように配置される。
【０００８】
　一実施形態では、一次レシーバパッド及び二次レシーバパッドは一次レシーバパッド又
は二次レシーバパッドに面するほぼ平坦な表面、一次レシーバパッド又は二次レシーバパ
ッドの中心から半径方向に伸び、平坦な表面にほぼ平行に配置されたいくつかの直線状磁
性素子、及び複数の直線状磁性素子内に円形パターンに巻かれ、平坦な表面にほぼ平行な
導体を有する。導体はいくつかの層に巻かれ、各層は隣接する層に隣り合って配置される
。各層は、パッドの中心から半径方向にほぼ平坦な表面にほぼ垂直な方向に伸び、各導体
は複数のさらに小さな導体を有する。
【０００９】
　別の実施形態では、第２段は、９０パーセント以上のＩＰＴシステムの効率で、５．５
キロワット（ｋＷ）から２００ｋＷの範囲の負荷に電力を供給する。別の実施形態では、
第２段の二次減結合コンバータはブーストコンバータであり、ブーストコンバータは、負
荷の入力電圧を、二次共振回路からさらに高い出力電圧に引き上げる。別の実施形態では
、車輌は、二次レシーバパッドが一次レシーバパッドを覆い、二次レシーバパッドの中心
が一次レシーバパッドの中心とほぼ整列するように、一次レシーバパッドに対向して二次
レシーバパッドを整列させる。二次レシーバパッドの中心を一次レシーバパッドの中心と
ほぼ整列させることは、ミスアライメントリミット内のミスアライメントの量を含む。
【００１０】
　誘導電力伝送用の別のシステムは、ＩＰＴシステムの第１段を含む。第１段は、整流セ
クション、Ｈブリッジスイッチングセクション、ＬＣＬ同調回路、一次レシーバパッド、
及び一次コントローラを備える。整流セクションは、ＡＣ電圧を整流し、ＤＣ電圧をＨブ
リッジスイッチングセクションに供給する。Ｈブリッジスイッチングセクションは、ＤＣ
電圧をＬＣＬ同調回路に接続し、Ｈブリッジスイッチングセクションは、ＤＣ電圧をＨブ
リッジスイッチングセクションのスイッチングサイクル中に正極性及び負極性に接続する
。一次レシーバパッドは、負荷としてＬＣＬ同調回路に接続され、一次コントローラは、
Ｈブリッジスイッチングセクションのスイッチングを制御する。
【００１１】
　システムは、ＩＰＴシステムの第２段を含む。第２段は、二次レシーバパッド、二次共
振回路、二次整流セクション、二次ブーストコンバータ、及び二次減結合コントローラを
備える。二次レシーバパッドは二次共振回路に接続し、二次共振回路は二次整流セクショ
ンに接続する。二次整流セクションは二次ブーストコンバータに接続し、二次減結合コン
トローラは、二次ブーストコンバータのスイッチングを制御する。システムは、ＩＰＴシ
ステムに接続された負荷を含む。負荷は、第２段の出力に接続し、車輌の電池及び電気駆
動システムを有する。第２段及び負荷は車輌に搭載され、第１段は固定の場所に設置され
る。二次レシーバパッドが一次レシーバパッドに対向するように車輌が位置すると、一次
レシーバパッドは、二次レシーバパッドに電力を無線伝送し、二次ブーストコンバータは
、車輌の電池を充電するため及び／又は電気駆動システムを駆動するために電力を供給す
る。
【００１２】
　無線電力伝送方法は、ＩＰＴシステムの第１段のスイッチングを介して、第１段のＬＣ
Ｌ同調回路へのＤＣ電圧の接続及び切断を含む。ＬＣＬ同調回路は、第１段の一次レシー
バパッドに接続する。ＤＣ電圧の接続は、スイッチングセクションのスイッチングサイク
ル中に正極性及び負極性の双方への接続を含む。本方法は、二次レシーバパッドが一次レ
シーバパッドに対向するように整列された場合における、第１段の一次レシーバパッドか
ら空隙を介したＩＰＴシステムの第２段の二次レシーバパッドへの電力の無線伝送を含む
。本方法は、第２段の二次レシーバパッドから第２段の二次同調回路への電力伝送、第２
段の二次整流回路による第２段の二次同調回路からの電力の整流、及び第２段の二次整流
回路から第２段の二次減結合コンバータへの電力伝送を含む。本方法は、第２段の二次減
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結合コンバータから負荷への電力伝送を含む。第２段及び負荷は車輌に搭載され、二次レ
シーバパッドが一次レシーバパッドに対向するように車輌が位置すると、一次レシーバパ
ッドは二次レシーバパッドに電力を無線伝送する。
【００１３】
　別の実施形態では、本方法は、一次コントローラを使用した第１段のスイッチングセク
ションの導通角の制御、及び二次減結合コントローラを使用した第２段の二次減結合コン
バータのデューティサイクルの制御を含む。別の実施形態では、本方法は、デュアルサイ
ド制御アルゴリズムを使用した、ＩＰＴシステムの効率の最大化を含む。デュアルサイド
制御アルゴリズムは、第１段の導通角を制御するために使用される基準を調整し、第２段
の二次減結合コンバータのデューティサイクルを制御するために使用される基準を調整す
る。別の実施形態では、本方法は、一次レシーバパッドに対向する二次レシーバパッドの
位置の識別、一次レシーバパッド及び二次レシーバパッドの位置情報の送信、及び一次レ
シーバパッドに対向するように二次レシーバパッドを整列するための一次レシーバパッド
及び二次レシーバパッドの位置情報の使用を含む。
【００１４】
　本発明により実現されうる特徴及び利点のすべてを示唆しない、本明細書を通して使用
される特徴、利点及びこれに類する用語は、本発明の任意の単一の実施形態に含まれる。
むしろ、特徴及び利点に言及する用語は、一実施形態と関連して説明される特定の特徴、
利点又は特性が少なくとも本発明の一実施形態に含まれることを意味するということを理
解されたい。従って、本明細書に亘る特徴、利点及びこれに類する用語による説明は、必
ずしもそうとは限らないが、同一の実施形態を示しうる。
【００１５】
　さらに、本発明について説明される特徴、利点及び特性は、１以上の実施形態において
適切な方法で組み合されうる。当業者は、特定の実施形態における１以上の特定の特徴又
は利点を有さずに、本発明が実施されうることを理解できるであろう。他の例では、更な
る特徴及び利点が、本発明の全ての実施形態に表現されていない特定の実施形態において
認識されるであろう。
【００１６】
　本発明のこれらの特徴及び利点は、以下の説明および添付の請求項から、より明確にな
り、又は、以下の本発明の実施により理解されるであろう。
【００１７】
　本発明の利点が容易に理解できるように、添付の図面に示された特定の実施形態を参照
することにより、上記簡潔に説明された本発明の、より具体的な説明を行う。これらの図
面は、本発明の代表的な実施形態のみを示しており、従って、本発明の範囲を限定するも
のではないことが理解されよう。本発明は、添付の図面を使用することにより、更なる特
異性及び詳細が説明され、明確にされる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】誘導性電力伝送（ＩＰＴ）システムの効率を最大にするシステムの一実施形態を
示すブロック図である。
【図２】ＩＰＴシステムの効率を最大にする装置の一実施形態を示すブロック図である。
【図３】最大効率装置を備えた模範的な誘導性電力伝送充電システムのブロック図を示す
。
【図４】垂直及び水平ミスアライメントに関するミスアライメント状態を示し、ｈ＝０ト
レンドはゼロ水平オフセット下での垂直ミスアライメントのプロファイルを表し、ｖ＝２
００は２００ｍｍの垂直オフセット下での水平ミスアライメントのプロファイルを表す。
【図５】模範的なＬＣＬ負荷共振コンバータを示す。
【図６】選択したスイッチに対するＨブリッジの損失の比較を示す。
【図７】Ｈブリッジの損失をＩＲＧ７ＰＨ４２ＵＰＢＦについて異なる温度に対して示す
。
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【図８】模範的なスイッチヒートシンクの熱設計を示す。
【図９】模範的な簡略ＩＧＢＴゲートドライバ回路を示す。
【図１０】スプリットインダクタ設計を備えた模範的なＬＣＬコンバータを示す。
【図１１】模範的な調整可能インダクタを示す。
【図１２】Ｅ５５を用いたＬＣＬコンバータ用のＡＣインダクタ設計の模範的な磁束密度
を示す。
【図１３】模範的な円形パッド構造及び寸法を示す（上面図）。
【図１４】模範的なＩＰＴパッドに対する結合係数対垂直高さを示す。
【図１５】異なる垂直高さに対する模範的なＩＰＴパッドの非補償電力を示す。
【図１６】模範的なフェライトアーム支持構造の寸法及び構造を示す。
【図１７】模範的な鳩の尾形溝の寸法を示す。
【図１８】一次トラック電流対導通角を示す。
【図１９】模範的な二次減結合ピックアップ（二次回路）の等価効率モデル回路図（図２
３も参照）を示す。
【図２０】模範的な一次ＬＣＬコンバータの等価効率モデル回路（図５も参照）を示す。
【図２１】最適効率のための模範的なコントローラブロック図を示す。
【図２２】（２１）を使用した結合係数の算出であり、上部のグラフはｋ＝２ｋｍｉｎ（
Ｍ＝６０μＨ）の場合を示し、下部のグラフはｋ＝１．１４ｋｍｉｎ（Ｍ＝３４．２μＨ
）の場合を示す。
【図２３】二次共振回路、二次整流回路及び（二次減結合コンバータの形式の）二次減結
合回路を有する、模範的な並列ピックアップ又は二次回路を示す。
【図２４】Ｌｄｃに対するＤＣ電力出力を示す。
【図２５】Ｌｄｃに対するＤＣの平均値に対して正規化されたＡＣ電流のピークトゥピー
クの振幅を示す。
【図２６】模範的な減結合回路のスイッチング周波数に対する二次減結合のピックアップ
効率を示す。
【図２７】模範的な減結合回路のルートローカス及びボードプロットを示す。
【図２８】ｋ＝１．１４ｋｍｉｎ（ｖ＝２４６ｍｍ、ｈ＝０ｍｍ）における模範的なシス
テムの効率を示し、線は分析的に算出された結果を示し、プロットは実験的に測定された
結果を示し、データは、最大のＱ２ｖの負荷状態の割合に合致した場合における、異なる
負荷状態で取得されたものである。
【図２９】ｋ＝２．０ｋｍｉｎ（ｖ＝１７２ｍｍ、ｈ＝０ｍｍ）における模範的なシステ
ムの効率を示し、線は分析的に算出された結果を示し、プロットは実験的に測定された結
果を示し、データは、最大のＱ２ｖの負荷状態の割合に合致した場合における、異なる負
荷状態で取得されたものである。
【図３０】出力電圧が変化できる場合における実際のシステム全体の測定された効率を示
し、ＤＣ出力が３００Ｖのとき５ｋＷの伝送が生じる。
【図３１】最も悪い条件で動作する模範的な５ｋＷのシステムにおける磁界の測定結果を
示し、最高磁場強度は、２００ｍｍの垂直高さ及び１５０ｍｍの水平ミスアライメントに
見られる。
【図３２】１５００ｍｍの身長の人間の女性の体における４つの測定点からの人体平均測
定を示し、最高磁場強度は、２５５ｍｍの垂直高さ及び０ｍｍの水平ミスアライメントに
見られる。
【図３３】ｋ＝１．１４ｋｍｉｎ（ｖ＝２４６ｍｍ、ｈ＝０ｍｍ）における模範的なシス
テムの効率を示し、線は分析的に算出された結果を示し、プロットは実験的に測定された
結果を示し、データは、最大のＱ２ｖの負荷状態の割合に合致した場合における、異なる
負荷状態で取得されたものである。
【図３４】ｋ＝２．０ｋｍｉｎ（ｖ＝１７２ｍｍ、ｈ＝０ｍｍ）における模範的なシステ
ムの効率を示し、線は分析的に算出された結果を示し、プロットは実験的に測定された結
果を示し、データは、最大のＱ２ｖの負荷状態の割合に合致した場合における、異なる負
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荷状態で取得されたものである。
【図３５】Ｑ２ｖ＝０．２Ｑ２ｖｍ及びｋ＝２ｋｍｉｎにおけるｉｂ、ｉ１及びｉ２の波
形用の電流値を示す。
【図３６】広範囲に亘る動作状態での模範的なシステムの効率の測定を示し、ｖ＝１７２
は、１７２ｍｍの垂直高さ及び０ｍｍの水平ミスアライメントであり、ｖ＝２００、ｈ＝
１４０は、２００ｍｍの垂直高さ及び１４０ｍｍの水平ミスアライメントである。
【図３７】次のパラメータにおいて模範的に動作するＩＰＴシステムの波形を示す：ｖ＝
１７２ｍｍ、ｈ＝０ｍｍにおける（ａ）Ｐ＝２ｋＷ、（ｂ）Ｐ＝５ｋＷ、上部から下部へ
のグラフがｉｂ（図５）、ｉ１（図５）、ｉ２（図２３）及びＶｓ（図２３）（デューテ
ィサイクルの逆）。
【図３８】次のパラメータにおいて模範的に動作するＩＰＴシステムの波形を示す：ｖ＝
２４６ｍｍ、ｈ＝０ｍｍにおける（ａ）Ｐ＝２ｋＷ、（ｂ）Ｐ＝５ｋＷ、上部から下部へ
のグラフがｉｂ（図５）、ｉ１（図５）、ｉ２（図２３）及びＶｓ（図２３）（デューテ
ィサイクルの逆）。
【図３９】本発明における、デュアルサイド制御の方法の一実施形態を示す概略的なフロ
ーチャート図である。
【図４０】本発明における、デュアルサイド制御の方法の他の一実施形態を示す概略的な
フローチャート図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　本明細書における「一実施形態」、「ある実施形態」又はこれに類似する用語は、その
実施形態に関連する特定の機能、構造又は特徴が少なくとも本発明の一実施形態に含まれ
ることを意味する。従って、本明細書において「一実施形態では」、「ある実施形態では
」及びこれに類似する用語が現れた場合は、全て同一の実施形態を示しうるが、必ずしも
そうとは限らない。
【００２０】
　更に、本発明について説明される機能、構造又は特徴は、１以上の実施形態では、任意
の適切な方法により組み込まれてもよい。以下の説明において、多くの具体的詳細は、プ
ログラミング、ソフトウェアモジュール、ユーザの選択、ネットワークトランザクション
、データベースクエリ、データベース構造、ハードウェアモジュール、ハードウェア回路
、ハードウェアチップ等の例により提供され、本発明の実施形態の完全な理解を提供する
。しかしながら、関連する分野における当業者は、１以上の具体的詳細がなくとも、又は
他の方法、構成要素、材料等を用いても、本発明が実施されうることが理解できるだろう
。他の例では、周知の構造、材料又は操作は、本発明が不明瞭になることを避けるために
、詳細に示したり説明したりしていない。
【００２１】
　本明細書に含まれる概略的なフローチャート図は、一般に論理的なフローチャート図と
して説明される。そのため、記載された順序及び符号が付されたステップは、本発明の一
実施形態を示す。他のステップ及び方法は、記載された方法の１以上のステップ又はその
一部に対して機能、論理又は効果が同等のものが想定される。更に、用いられる構成及び
符号は、方法の論理的なステップを説明するために付与されており、方法の範囲を制限す
るものではないことを理解されたい。フローチャート図において種々の矢印の種類及び線
の種類が使用されうるが、対応する方法の範囲を制限するものではないことを理解された
い。実際、いくつかの矢印又は他の結合は、方法の論理的な流れを示すためだけに使用さ
れうる。例えば、ある矢印は、記載された方法において列挙されたステップ間における不
定の長さの待機又は監視期間を示すことができる。更に、特定の方法における順序は、示
された対応するステップの順序に固定されてもよく、又は固定されなくてもよい。
【００２２】
Ｉ．一次ＡＣ－ＤＣ力率段
　図３は模範的な誘導電力伝送（ＩＰＴ）充電システム３００のブロック図を示す。図３
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のＩＰＴシステム３００は、以下に記載するように、ＩＰＴシステム１０４内に最大効率
装置１０２を含めることができるシステム１００の一実施形態である。ここに記載するＩ
ＰＴシステム３００は、例えば公共電力網等の電圧源３０４から供給される、一次交流（
ＡＣ）－直流（ＤＣ）力率段のような力率段３０２を含むことができる。いくつかの実施
形態では、一次ＡＣ－ＤＣコンバータ段はグリッド（電力網）レベル電圧を一次同調共振
コンバータのためのＤＣバス電圧のようなＤＣ電圧３０５に変換するように構成すること
ができる。効率の低減及び追加の複雑化を必要とする無線誘導電力伝送システムに現れる
振幅変調信号を阻止するために、極めて低い出力リプルを有するＤＣ出力電圧が、大きな
リプルシステムに好まれる。
【００２３】
　いくつかの実施形態では、ＡＣ－ＤＣコンバータにおける能動力率補正（ＰＦＣ）がリ
ッド電圧及び電流を同相にするのに役立つ。ＰＦＣは全体的なグリッド電流要件を低減し
、典型的にはグリッド高調波を低減し得る。電力会社は一般に取り付けられる工業設備に
対して所定の高調波要件を有する。しばしば電力会社は低い力率を示す工業設備に対して
追加の電力料金を課す。
【００２４】
　ここに記載するＩＰＴシステム３００では、ＰＦＣのために１以上の適切な段を使用す
ることができる。例えば、１以上の市販オフザシェルフ（ＣＯＴＳ）のＡＣ－ＤＣ高効率
力率補正コンバータを使用することができる。グリッド電圧源３０４は、例えば単相２４
０ＶＡＣ、３相２０８ＶＡＣ又は３相４８０ＶＡＣ等の広範囲の電圧入力とすることがで
きる。別の実施形態では、４００ＶＤＣ出力をこの段のために使用でき、４００ＶＤＣは
一般に２４０ＶＡＣグリッド入力の公称グリッド入力に対して効率的な出力である。３０
Ａ回路（５ｋＷ　ＩＰＴシステムに好適）を有する単相２４０ＶＡＣグリッド電圧は、米
国内で工業用３相電圧がサポートされてない米国内の地域でも一般的であり、ＩＰＴシス
テム３００とともに使用できる。
【００２５】
　ＩＰＴシステム３００において、コンバータ１０４は一次コントローラ３０８により制
御されるＬＣＬ負荷共振コンバータ３０６を含み、一次コントローラ３０８はＬＣＬ負荷
共振コンバータ３０６から帰還信号を受信し、制御信号をコンバータ３０６に送信するこ
とができる。一次コントローラ３０８は位置検出用整列センサ３１０からの情報を受信す
ることができ、無線通信３１２を介して通信することができる。ＬＣＬ負荷共振コンバー
タ３０６は、空隙を介して二次レシーバパッド３１６に結合される一次レシーバパッド３
１４に結合される。二次レシーバパッド３１６は、二次減結合コントローラ３２０により
制御される二次回路３１８として示される並列減結合ピックアップに結合され、コントロ
ーラ３２０は二次回路３１８から帰還信号を受信し、制御信号を二次回路３１８に送信す
る。二次減結合コントローラ３２０も制御のために位置検出用整列センサ３２４と通信す
ることができ、３２２で無線通信することができる。二次回路３１８は電池３２６などの
負荷１１２に接続され、電池３２６を充電することができる。電池３２６はモータコント
ローラ（図示せず）などの別の負荷に電力を供給することができる。第２段１０８及び負
荷１１２は車輌３２８内に設置される。
【００２６】
ＩＩ．一次同調共振コンバータ
　ここに記載するＩＰＴシステム３００は一次同調共振コンバータを含むことができる。
いくつかの実施形態では、図５に示すＬＣＬ負荷共振コンバータ３０６を用いることがで
きる。ＬＣＬ負荷共振コンバータ３０６は、スイッチングセクション及びＬＣＬ同調セク
ションを含む。このコンバータは次の利点を有し得る。
　・インバータブリッジは一般的に負荷１１２により要求される実電力を供給する必要が
あるだけで、共振タンク内では何の損失も生じない。高いトラック電流は共振タンク内で
自己循環に抑制される。例えば、Ｑ１＞１及びｉｂ＜ｉ１（図５参照）である殆どの実際
の用途では、スイッチは低い導通損を有し、高いコンバータ効率を達成できる。
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　・出力電流は一般的に負荷と無関係で、定電流源を形成し、ＩＰＴ用途に適している。
一次レシーバパッド電流ｉ１は一般的に１つの制御変量に依存するのみであり、従って方
程式（１）内の電力出力又は非補償電力（ＳＵ）は直接制御される。
【００２７】
　ＬＣＬ負荷共振コンバータを設計するために、一実施形態では、各分枝のリアクタンス
は、M. Borageらの「Analysis and design of an LCL-T resonant converter as a const
ant-current power supply」（IEEE Transactions on Industrial Electronics、第５２
巻、1547-1554ページ、2005年）に記載された次の通常の方程式により同調される。
【００２８】
【数１】

　　　                      （１）
【００２９】
　ここで、Ｃ１ｓはピックアップのリアクタンスを所望の動作値に低減するための直列同
調キャパシタである。このシステムにおいて、タンク電流（ｉ１）を１つの制御変量（σ
）で直接制御するために移相制御又は対称電圧相殺（ＳＶＣ）を使用する。ＳＶＣは、IE
EE International Electric Machines & Drives Conference（IEMDC）、2011年、866-871
ページのH. H. Wuらの「Design of Symmetric Voltage Cancellation Control for LCL c
onverters in Inductive Power Transfer Systems」に詳細に記載されており、この文献
は参照することによりここに組み込まれる。ＳＶＣの下でトラック電流を決定するために
、基本モード解析を前提にすると、以下の方程式を用いることができる。
【００３０】

【数２】

　　　                       （２）
【００３１】
　取得可能な最大トラック電流はσが１８０°に設定されるとき決定される。ＬＣＬコン
バータに対して、表１の仕様が設計方程式に基づいて計算される。全同調並列共振タンク
の反射インピーダンスは次式で与えられる。
【００３２】

【数３】

　　　                       （３）
【００３３】
　式（３）から、一定の反射容量性リアクタンスはトラックインダクタと直列であり、設
計においてこれを直接補償する一つの方法（IEEE International Electric Machines & D
rives Conference（IEMDC）、2011年、866-871ページのH. H. Wuらの「Design of Symmet
ric Voltage Cancellation Control for LCL converters in Inductive Power Transfer 
Systems」参照）は、二次ピックアップインダクタンスをその直列同調キャパシタで短絡
することにある点に類すべきである。これは磁気学の相互インダクタンスに依存する目標
垂直高さレンジに対する新たな一次動作レンジを与える。
【００３４】
　システムの結合が変化すると、Ｚｒ及び等価Ｌ１の両方に複雑な現象の変化が生じる。
これはブリッジ電流ｉｂをその公称値を超えて増大させる。加えて、ｉｂはＭ２に反比例
し、二次側の負荷状態に依存する。従って、ｉｂは次式となる。
【００３５】
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【数４】

　　　                          （４）
【００３６】
　システムはその結合を１００％（ｋｍａｘ＝２００％ｋｍｉｎ）以上に変化させること
ができるため、いくつかの実施形態では最大ｉｂは最小ｉｂの少なくとも２倍に設計する
ことができる。一次自己インダクタンスの変化に対して、ブリッジ電流インダクタは結合
範囲により決まる関連最大電流に対応する大きさにしなければならない。表１に示すシス
テム設計パラメータは２倍の結合変化を処理し得るシステムに対する模範的なパラメータ
である。システムは最低結合の約３倍又は約４倍以上の分散のようなもっと大きな結合範
囲を収容するように変更することができる。
【００３７】
　いくつかの実施形態では、５ｋＷ出力の無線誘導電力伝送システムを設計し、実現する
ことができ、全円錐動作体積に亘る全負荷の下で１６５ｍｍ～２６５ｍｍの空隙で９０％
以上の総合システム効率が実証された。ＬＣＬコンバータに対して、表１は記載のパラメ
ータの各々に対する模範的な選択値を示す。ハードスイッチング用の標準ＩＧＢＴスイッ
チの性能範囲内の２０ｋＨｚの周波数も選択されている。
【００３８】
【表１】

【００３９】
Ａ．スイッチングセクションのスイッチ及びダイオードの選択
　一次コンバータに対してトポロジ及び制御ストラテジを選択した後、次に半導体装置を
選択することができる。ここに記載する機能を実行し得る任意の半導体装置を使用するこ
とができる。模範的な半導体装置には、インターナショナルレクティフィアＩＧＢＴ　Ｉ
ＲＧ７ＰＨ４２ＵＰＢＦ、他の個別又はモジュールベースの絶縁ゲートバイポーラトラン
ジスタ（ＩＧＢＴ）、他の個別又はモジュールベースの金属酸化物電界効果トランジスタ
（ＭＯＳＦＥＴ）、又は炭化シリコン（ＳｉＣ）又は窒化ガリウム（ＧａＮ）型半導体装
置などの類似の技術が含まれる。
【００４０】
　好ましい半導体装置を評価するために、様々なＩＧＢＴ及びＭＯＳＦＥＴ半導体を比較
に含めることができる。１つの設計基準によれば、これらの半導体装置はＨブリッジ環境
において４００ＶＤＣでハードスイッチされたときに信頼できるとみなせる少なくとも８
００Ｖの降伏電圧を必要とする。加えて、パッドの高さを１００％の結合係数変化で変化
させることができるとき最良の動作点が合理的な結果をもたらさないかもしれないために
、広範囲の結合状態に亘るシステムの性能を性能の比較のためにシミュレーションするこ
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とができる。図６は、選択した装置の全範囲の結合状態における損失を示す。超高速外部
ダイオード（フェアチャイルドＲＨＲＧ７５１２０）と結合されたインターナショナルレ
クティフィアＩＧＢＴ　ＩＲＧ７ＰＨ４２ＵＰＢＦは他の大部分の装置、特にパワーＭＯ
ＳＦＥＴよりも良い特性を有する。パワーＭＯＳＦＥＴはしばしばＭＯＳＦＥＴパッケー
ジ内の内部本体ダイオードによる大きなダイオード逆回復損失を受ける。これは特に導通
角が大きいときに低い結合係数において真である。
【００４１】
　２つの極端温度におけるＩＲＧ７ＰＨ４２ＵＰＢＦ　ＩＧＢＴの動作特性が図７に示さ
れている。図から明らかなようにＨブリッジにおける損失は弱い結合において高くなる。
更に、損失は弱い温度依存性を有する。ここでは、ヒートシンクなどのシステムの熱制御
システムによって最悪の場合の結合及び１００℃の温度に対応するグラフの最大電力損失
点を提供しなければならない。
【００４２】
　任意の適切な熱設計を温度制御のために使用することができる。このような設計は、ス
イッチ及び／又はダイオードからすべての又はほぼすべての熱を適切な大きさの熱制御シ
ステム及び／又はヒートシンク、例えばアルミニウムヒートシンクへ取り除くことに専念
すべきである。ヒートシンクは、任意の適切な方法、例えば強制対流空気冷却により冷却
されうる。一次電子機器に対して、いくつかの実施形態では、スイッチはプリント回路板
の底面に、スイッチハウジングの全上面がプリント回路板の下のヒートシンクに熱的に接
触するように配置構成することができる。電気的絶縁のために、スイッチ上面をアルミナ
ヒートスプレッダ（例えばＴＯ－２２５フットプリント製品）などのヒートスプレッダに
最初に接触させることができる。次にウェハをヒートシンクに接触させることができる。
各接触接合部はセラミック充填サーマルペースト又は低い熱抵抗接合代替物を含むことが
できる。一次側でアルミニウムヒートシンクを使用する実施形態では、アルミニウムヒー
トシンクは概して高い熱容量及び特に大きな表面積の押出体（模範的な部品番号はＭ＆Ｍ
メタルから入手し得るＭＭ６０１６７又は等価物）とする。
【００４３】
　一実施形態では、二次回路３１８上に、中程度の容量及び表面積の押出体（模範的な部
品番号はＭ＆Ｍメタルから入手し得るＭＭ６０１６７又は等価物）を含むことができる。
一次及び二次電子アセンブリはともにヒートシンクフィン通路に向けられた空冷ファンを
含むことができる。適切なファンは、消費電力が５ワット以下で、１２ボルトＤＣの高い
容量、低電力、低ノイズ設計のファンを含む。Ｓｏｆａｓｃｏ社から入手し得るモデル番
号Ｄ７０２５Ｖ１２又は等価物が適している。
【００４４】
　図８は、一次電子機器のための模範的な熱構成を示す（二次構成も同一もしくは同様で
ある）。熱解析の結果は上述した模範的な設計は電子コンポーネントの温度を適度に制御
することを示している。電子コンポーネントの温度を制御する他の適切な設計を使用する
こともできる。１つのスイッチ及び外部ダイオードにつき２３ワットの平均電力消費にお
いて、ヒートシンクの温度勾配は０．８℃以下であり、ヒートシンク温度の平均は約３８
℃であることが予測される。スイッチのケース温度は約４５℃以下であり、接合部温度は
８５℃以下であることが予測される。これらの温度は電子コンポーネントの良好な性能及
び長い寿命を促進する。一次及び二次プリント回路板上の他の全ての電子コンポーネント
の電力消費は低く維持され、銅配線面積はプリント回路設計において高く設計される。他
のすべてのコンポーネントの温度は約６０℃を超えない。
　要素１４０２　高電力消費コンポーネント（スイッチ又はダイオードの例）
　要素１４０４　アルミナヒートスプレッダウェハ
　要素１４０６　空冷ファン
　要素１４０８　アルミニウムヒートシンク
【００４５】
Ｂ．スイッチセクションのスイッチゲートドライブ回路
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　いくつかの実施形態では、各スイッチ（例えばインターナショナルレクティフィアＩＲ
Ｇ７ＰＨ４２ＵＰＢＦ　ＩＧＢＴ）及びダイオード対（例えばフェアチャイルドＲＨＲＧ
７５１２０ダイオード）は図９に示すようなゲートドライバ、例えばＩｎｆｅｎｅｏｎ　
１ＥＤ０２０１１２－Ｆゲートドライバで駆動される。ゲートドライバは内部的に完全に
絶縁するとともにプリント回路板レイアウト内に沿面及び遊隙約を提供するように適切に
絶縁される。ゲートドライバ設計は脱飽和検出及びミラークランプ制御を含むことができ
る。加えて、一般的な状態下でのドライバの信頼性及び安全性を向上させるために、高速
ツェナークランプ及びダイオード（図示せず）をゲートドライバの入力及び出力の各々で
使用することができる。
【００４６】
　いくつかの実施形態では、フルブリッジスイッチ構成の重要部分はプリント回路板の適
切なレイアウトである。いくつかの実施形態では、スイッチ入力をバウンシングすること
なくスイッチングを維持するために、フルブリッジトポロジの同じレグの間及び各レグの
間の漏洩インダクタンスを回路板のレイアウト設計により低減する。適切な回路板設計は
漏洩インダクタンスを緩和し、きれいで効率的なスイッチング波形を生成する。
【００４７】
Ｃ．ＬＣＬ同調回路のブリッジインダクタンス
　いくつかの実施形態では、ここで構築され特徴付けられる回路設計の特徴は、Ｌｂイン
ダクタを、図１０に示すようにフルブリッジスイッチング出力の各側に、それぞれＬｂ／
２の値を有する、２つのインダクタを備えたスプリット構成で実装することにある。これ
により各インダクタのフェライト質量を小さくできるとともに、高感度測定ＩＣで見られ
るスイッチング高調波を低減することができる。図１０の並列タンクキャパシタンスＣ１

の両端間の電圧測定はシステムのリアルタイム特性の重要部分であり得る。Ｃ１間のＲＭ
Ｓ電圧は、安全のために、一般制御回路から絶縁する必要がある。いくつかの実施形態で
は、絶縁電圧測定は費用がかかり複雑になり、このような回路のコスト及び複雑さは主と
して信号の周波数及び帯域幅により決まる。高調波及び従って信号の帯域幅を低減するこ
とによって、絶縁電圧測定のコスト及び複雑さを大幅に低減することができる。
【００４８】
　加えて、これらのインダクタの各々は調整可能なインダクタ設計、例えば図１１に示す
機械的に調整可能なインダクタ設計に構成することができる。図１１において、要素１は
フェライトＥピースのためのプラスチック位置決めボビンを含む。要素２は単軸機械段で
ある。要素３は、２つの半部を有する、例えばＦｅｒｒｏｘｃｕｂｅ社製のフェライトＥ
５５コアである。要素４はこの段の移動する部分をＥピースの１つに接続するブラケット
である。要素５はアセンブリの全ての部分を位置決めするアセンブリブラケットである。
インダクタンスはリッツワイヤが周囲に巻かれるフェライトＥ形コア構成の２つの半部間
の空隙を調整する機械的段（または他の同様の移動アクチュエータ）（要素２）を用いて
調整することができる。これにより、８０スレッド／インチの調整ネジを調整した後ロッ
クすることによってリアクタンスを所望の値の約１％以内に正確に制御できるため、信号
の製造段階中のＬＣＬ共振タンク（ＬＣＬ同調回路）の急速で容易な同調が可能になる。
ここに記載するような機械的に微調整可能なインダクタを誘導無線電力伝送システムに適
用することは新規なことである。
【００４９】
　損失及び磁束密度に関するＡＣインダクタ（Ｌｂ）設計プロセスは起磁力の平衡の基本
原理を用いることができる。この原理を用いて巻き数、空隙及び磁束密度を選択すること
ができる。図１２は、フェライト内の磁束密度及び電力損失を異なる空隙及び巻き数（図
示されないで組み込まれている）について示す。小さなステップジャンプは巻き数インク
リメントであり、大きなジャンプは１ｍｍの空隙インクリメントである。従って、２つの
インダクタを用いることによって磁束密度を極めて低く維持することができ、所望の設計
を容易に達成することができる。更に、ＲＭＳ磁束密度は使用する３Ｃ９０材料の絶対飽
和密度である０．２Ｔより遥かに低く維持すべきである（～０．２８Ｔピークであるため
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）。
【００５０】
Ｄ．ＬＣＬ同調回路の容量性回路
　いくつかの実施形態では、ＬＣＬコンバータ（図１０）に示す容量性回路は直列補償キ
ャパシタ（Ｃ１ｓ）及び並列タンクキャパシタ（Ｃ１）を含むことができる。このような
システムのキャパシタンスを決定するために、以下の方法を使用することができる。
　１．所望の動作角周波数ω＝２πｆを決定する（ここで、ｆは周波数（Ｈｚ）である）
。
　２．一次側の入力ＤＣ（Ｖｄｃ１）、所望の出力電圧（Ｖｄｃ２）及び所望の出力電流
（Ｉｄｃ２）を決定する。出力電力Ｐｏｕｔ＝Ｖｄｃ２＊Ｉｄｃ２。
　３．所定のパッドセットに対して、一次及び二次レシーバパッド３１４及び３１６間の
結合係数（ｋ）範囲及び公称空隙を決定する。

であり、（Ｌ１）ｓは二次レシーバパッド３１６が所定の高さで短絡された状態での一次
レシーバパッドのインダクタンスであり、（Ｌ１）ｏは二次レシーバパッド３１６が所定
の高さで開路された状態での一次レシーバパッドのインダクタンスである。ｋ０はパッド
が公称空隙に設定されている状態での結合係数ｋである。
　４．最大一次ＲＭＳ　ＡＣ電圧（Ｖａｃ１）を決定する。ここで、σ＝１８０℃のとき
、

である。そして、ＩＰＴモデルを用いて所要の最大ＲＭＳ　ＡＣトラック電流（Ｉ１ｍａ

ｘ）も決定する。従って、所望の一次リアクタンス（Ｘ１＿ｄｅｓ）は

である。
　５．一次上方の公称高さにおいて一次レシーバパッド３１４が開路であるときの二次レ
シーバパッドインダクタンス（Ｌ２０）及び関連するリアクタンス（Ｘ２０）を決定する
。Ｘ２０=ω＊Ｌ２０であり、ここでωはシステムの角周波数である。
　６．最大高さ（即ちｋｍｉｎ）での開路電圧（Ｖｏｃ）Ｖｏｃ＝Ｉ１ｍａｘ＊Ｘ２０＊
ｋｍｉｎを決定し（一次及び二次レシーバパッドのインダクタンスは互いに極めて近いも
のと仮定する）、このインダクタンスから所望の二次リアクタンス（Ｘ２＿ｄｅｓ）、

を決定する。
　７．所定の二次共振回路（図２３に示す）に対して、所要の二次直列補償キャパシタ（
Ｃ２ｓ）及び二次並列タンクキャパシタ（Ｃ２）を、次の方程式Ｃ２ｓ＝［ω＊（Ｘ２０

－Ｘ２＿ｄｅｓ）］－１及びＣ２＝［ω＊Ｘ２＿ｄｅｓ］－１を用いて決定する。
　８．二次パッドが最大高さで、二次コイルが二次直列補償キャパシタＣ２ｓと直列に短
絡された状態での公称一次レシーバパッドインダクタンス（Ｌ１０）及びリアクタンス（
Ｘ１０）を決定する。
　９．所定の一次ＬＣＬ同調回路（図１０に示す）に対して、所要の一次直列補償キャパ
シタ（Ｃ１ｓ）及び一次並列タンクキャパシタ（Ｃ１）を、次の方程式Ｃ１ｓ＝［ω＊（
Ｘ１０－Ｘ１＿ｄｅｓ）］－１及びＣ１＝［ω＊Ｘ１＿ｄｅｓ］－１を用いて決定する。
　１０．従って、一次ブリッジインダクタンス（Ｌｂ）は

で決定できる。ブリッジインダクタンスをインバータの２つのレグに分割する場合には、
関連するインダクタンスは各インダクタに等分する。
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【００５１】
Ｅ．コイル相互作用
　いくつかの実施形態では、Ｌ１（図１０参照）は二次回路３１８に電力を伝送するため
に使用する磁気パッド設計である。共振無線ＩＰＴコンバータでは、一次パッドはある程
度の自己インダクタンス及び相互インダクタンスを有する疎結合変成器の一次側半部とし
て作用する。自己インダクタンスは（ＩＩ．Ｄに示すように）回路を同調させるために使
用でき、そのため、システムは一般に、共振電力伝送の効率を維持するために、自己イン
ダクタンスの変化を充分に許容しなければならない。
【００５２】
ＩＩＩ．磁気システム
　ここに記載するＩＰＴシステムは磁気システムを含む。いくつかの実施形態では、任意
の適切な磁気システムを使用する。これらのシステムは空隙を介して磁界を発生し受信す
る。円形パッドトポロジをここに記載するシステムに使用することができる。例えば、M.
 Budhiaらの「Design and Optimisation of Circular Magnetic Structures for Lumped 
Inductive Power Transfer Systems」（IEEE Transactions on Industrial Electronics
、1-1ページ、2011年）、F. Nakaoらの「Ferrite core couplers for inductive charger
s」（Proceedings of the Power Conversion Conference, 2002. PCC Osaka 2002、2002
年、850-854ページ、第２巻）、H. H. Wuらの「A review on inductive charging for el
ectric vehicles」（IEEE International electric Machines & Drives Conference（IEM
DC）, 2011、2011年、143-147ページ）、H. H. Wuらの「A 1kW inductive charging syst
em using AC processing pickups」（6th IEEE Conference on Industrial Electronics 
and Applications （ICIEA）, 2011、2011年、1999-2004ページ）、及びH. Chang-Yuらの
「LCL pick-up circulating current controller for inductive power systems」（IEEE
 Energy Conversion Congress and Exposition（ECCE）, 2010、2010年、640-646ページ
）を参照されたい。
【００５３】
　円形設計に加えて、他のパッド設計、例えば２０１１年１０月７日に出願された米国仮
出願第６１／５５４，９５７号に記載されているパッド設計を使用するもでき、その全内
容は参照することによりここに組み込まれる。他のパッド設計として、M. Budhiaらの「A
 new IPT magnetic coupler for electric vehicle charging systems」（36th Annual C
onference on IEEE Industrial Electronics Society, IECON 2010、2010年、2487-2492
ページ）、M. Budhiaらの「Development and evaluation of single sided flux coupler
s for contactless electric vehicle charging」（IEEE Energy Conversion Congress a
nd Expo（ECCE）, 2011、2011年、614-621ページ）、M. Chigiraらの「Small-Size Light
-Weight Transformer with New Core Structure for Contactless Electric Vehicle Pow
er Transfer System」（IEEE Energy Conversion Congress and Expo（ECCE）, 2011、20
11年、260-266ページ）、H. Jinらの「Characterization of novel Inductive Power Tra
nsfer Systems for On-Line Electric Vehicles」（Twenty-Sixth Annual IEEE Applied 
Power Electronics Conference and Exposition（APEC）, 2011、2011年、1975-1979ペー
ジ）及びY. Nagatsukaらの「Compact contactless power transfer system for electric
 vehicles」（International Power Electronics Conference（IPEC）, 2010、2010年、8
07-813ページ）等に記載されている偏極パッド設計がある。
【００５４】
　一次及び二次回路は同じ又は異なるパッドを使用できる。いくつかの実施形態では、同
じパッド設計を一次回路（例えば、図１０のＬ１）及び二次回路（例えば、図２３のＬ２

）の両方に同じパッド設計を使用する。
【００５５】
　車両応用では、車両の幅でパッドの幅が制限され得る。更に、磁界の安全規格を満たす
ため及び設置を容易にするために、パッドのサイズは車両の幅より十分に小さくするのが
好ましい。パッドサイズは用途（例えば自動車用、産業用等）の制約に応じて直径が変化
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し得る。パッドの直径は約１５０ｍｍから１５００ｍｍまでとすることができ、例えば１
５０ｍｍ～３０５ｍｍ、３０５ｍｍ～６１０ｍｍ、又は６１０ｍｍ～１５００ｍｍを含む
ことができる。例えば、いくつかの実施形態では、図１３及び図１６に示す寸法を有する
８１３ｍｍ（３２インチ）径の円形パッド設計を使用することができる。
【００５６】
　フェライトバーの長さ、バーの位置及び内部及び外部コイルの半径は、M. Budhiaらの
「Design and Optimisation of Circular Magnetic Structures for Lumped Inductive P
ower Transfer Systems」（IEEE Transactions on Power Electronics、1-1ページ、2011
年）に概説されている設計最適化に従うことができる。レシーバ及びトランスミッタパッ
ドは異なる構造又は同一の構造にすることができる。
【００５７】
　例えば、いくつかの実施形態では、各長いフェライトレグは約１０１×２５×２５ｍｍ
の寸法を有する３つの直線状Ｉコア（ＯＲ４９９２５ＩＣ）からなるものとし得る。一実
施形態では、巻線はＡＷＧ３６リッツ線の約１３００のより線からなる。使用するフェラ
イトバーの容積は磁束密度飽和目的に対して過大評価されていること及びこのパッドはよ
り大きな電力コンバータを使用すれば、２０ｋＨｚで１０ｋＷの電力を伝送することがで
きることに留意すべきである。各パッドは、約２０．４ｋｇ（４５ｌｂ）である。
【００５８】
　フェライトレグの数及びコイルの面積を選択する設計原理は円形パッドの設計最適化に
おいて判断される。例えば、M. Budhiaらの「Design and Optimisation of Circular Mag
netic Structures for Lumped Inductive Power Transfer Systems」（IEEE Transaction
s on Power Electronics、1-1ページ、2011年）参照。
【００５９】
　コイル被覆エリアは一般にフェライトレグの中央部に位置し、そのエリアは一実施形態
では長さの約４０％にすべきである。巻き数は特定の用途に必要とされるアンペアターン
に対して設計者が制御することができる。例えば、ここに記載する設計例では一次及び二
次レシーバパッド３１４及び３１６の各々に１２ターンを使用する。
【００６０】
　模範的なパッドが異なる垂直高さの下でどのように働くかをモデル化するために、結合
係数対高さを図１４に示す。更に、高さの変化の下で達成し得る可能な最高の非補償電力
（ＳＵ）を予測するために結合係数データ及び４０Ａの一次タンク電流を使用している。
まれに、５のＱ２であれば、共振コンバータにおいて５ｋＷの電力伝送を保証するには１
ｋＷ以上の非補償電力で十分となる。これは図１４では模範的なパッドに対して達成し得
る最高動作点がほぼ２６０ｍｍ（１０．３インチ）であることを示している。非補償電力
は結合係数の二乗に比例する。図１５を参照されたい。
【００６１】
　パッド構造設計は、３～１００のフェライトアーム、例えば１８のフェライトアームの
周囲に嵌合する二枚貝状の全プラスチック構造を備えることができる。いくつかの実施形
態では、約３つのフェライトバー、例えばＭａｇｎｅｔｉｃｓ社から入手し得る部品番号
０Ｒ４９９２５ＩＣのフェライトバーを１８のフェライトアームの各々に入れる。磁気性
能に影響を与えない任意の適切な材料を用いてパッド設計を製作することができる。いく
つかの実施形態では、二枚貝半部は約０．３７５インチの厚さであり、フェライトアーム
を受け入れるようにカットされた溝は図１６に示すように各半部において０．１５０イン
チの深さである。しかしながら、これらのパラメータはパッドの全体直径及び個々のＩＰ
Ｔ用途に必要とされるシステム性能に応じて変化する厚さ及び深さに調整することができ
る。
【００６２】
　いくつかの実施形態では、フェライトバーに対する嵌合寸法は名目上バーをきつくしっ
かり保持し得る極めて小さい間隙の嵌合とする。フェライトバー及び／又はリッツ線を固
定するために適切な接着剤及び／又は留め具を使用してもよい。一実施形態では、工具を
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接近可能しバーの組み立て又は分解を助けるために、図１７に示すように溝の隅部に曲率
半径を与えることができる。二枚貝半部の片方の上部には鳩の尾形の溝が含まれ、リッツ
線の位置決め用の所望の螺旋フットプリントを横断している。一実施形態に対する溝の寸
法が図１７に示されている。リッツ線の位置決めのための捕獲用鳩の尾形溝を誘導無線電
力伝送システムに適用することは新規であり、利点をもたらす。図示の実施形態の場合、
リッツワイヤは嵌め込み配置であるため、組み立て時におけるリッツ線の設置が促進され
る。更に、リッツ線を極めて正確に設置できる（例えば、±０．０５ｍｍ又は±０．０２
５ｍｍ）。正確な位置決めは完成パッドの磁気性能を解析的にモデル化した磁気性能と対
応させるのに役立つ。正確な位置決めのために、リッツ線長の予測も正確になる。従って
、コイルインダクタンス、コイル抵抗及び他のコイル電気パラメータが厳しいトレランス
に維持され、システムの性能及び効率が向上する。
【００６３】
　一実施形態では、螺旋フットプリントは図１７において均等に増大する半径の約１２タ
ーンの溝を有する。この螺旋ターンは約７．０インチの半径から出発して約１０．７イン
チの半径で終了する。しかしながら、これらのターンの半径及び数はシステムの必要性及
び目標用途に応じて調整することができる。
【００６４】
　模範的なシステムに対して、選択したフェライト材料の一般的なコア損失は１００ｋＨ
ｚ、２００ｍＴの電界及び１００℃において約６９６ｍＷ／ｃｍ３である。フェライトは
マンガン亜鉛材料とすることができ、同等の材料及び様々な形のものを様々なフェライト
メーカから入手することができる。
【００６５】
　いくつかの実施形態では、螺旋溝内に設置されるリッツ線は記載した各パッドアセンブ
リまで進むツイストペアリードワイヤにとって十分な長さを含む。鳩の尾形溝内のワイヤ
は個々のより線に被覆されたナイロンサービング及びエナメルのみを有する。プラスチッ
クパッドまでのリード断面において、ツイストペアの各部分はＫｙｎａｒ製の熱収縮絶縁
材料（ＦＩＴ－２２５又は同等物）の２つの層内に包まれているようにすることができる
。ツイストペアはＨａｌａｒ製の編み上げチューブ型オーバラップ保護層内に包まれるよ
うにすることもできる。適切なリッツ線は３８ゲージ銅線のより線／網組線１３００／３
８Ｓ８０ＤＮ（ＨＭ線）の１３００のより線からなるリッツ線を含むことができる。
【００６６】
ＩＶ．一次コントローラ
　ここに記載するＩＰＴシステムは一次コントローラ３０８を含むことができ、このコン
トローラはハードウェア及びこれと関連するソフトウェアの両方を有する。
【００６７】
Ａ．ハードウェア
　共振スイッチング波形を制御するために任意の適切な一次コントローラを使用すること
ができる。いくつかの実施形態では、一次トラック電流コントローラを開発するために、
Ｘｉｌｉｎｘ　Ｓｐａｒｔａｎ　３ＡＮ　ＦＰＧＡを用いたフィールドプログラマブルゲ
ートアレイ（ＦＰＧＡ）開発ボードを使用することができる。標準規格８０２．１５．４
の無線プロトコル層のような無線プロトコル層でのカスタムアプリケーション通信プロト
コルを提供するために、この開発ボードにカスタム無線通信カードを付加してもよい。こ
のＦＰＧＡ開発プラットフォームは一般に初期のＩＰＴシステムに極めて大きなフレキシ
ビリティを可能にする。更に、より費用効果の高い解決策が存在し、一般に、より精細な
システム全体の制御を、より高いデータスループットレートで可能にする。コントローラ
に対する１つのこのような代替例は、ディジタル信号コントローラ（ＤＳＣ）又はディジ
タル信号プロセッサ（ＤＳＰ）、例えばフリースケールＭＣ５６Ｆ８４ｘｘ又はシリーズ
ＤＳＣを使用する。
【００６８】
Ｂ．ソフトウェア
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１．概要
　ＦＰＧＡを使用する実施形態では、内部ファームウェア開発はハードウェア記述言語（
ＨＤＬ）で行うことができる。ＤＳＣ又はＤＳＰを用いる実施形態では、内部ファームウ
ェア開発は、Ｃ又はＣ＋＋等のソフトウェアプログラミング言語で行うことができる。こ
のようなファームウェアはサブセクション、例えば６つの異なるサブセクションに分割す
ることができる。これらのサブセクションは、例えばプロセッササブセクション、通信サ
ブセクション、アナログ－ディジタルコンバータ（ＡＤＣ）サブセクション、ＬＥＤディ
スプレイサブセクション、スイッチ制御サブセクション、及びスイッチ故障及び準備サブ
セクションを含むことができる。
【００６９】
　これらのファームウェアサブセクションに加えて、追加のソフトウェアをプロセッササ
ブセクションにアプリケーションとして加えることができ、Ｃ又はＣ＋＋言語等の任意の
適切な言語で実行させることができる。マニュアル制御及びデータロギングなどのインタ
ラクションは任意の適切なユーザインタフェース、例えば無線インタフェースによるＰＣ
上のグラフィックユーザインタフェース（ＧＵＩ）によって独立に処理することができる
。マニュアル制御及びインタラクションは任意であるが、システムのデータが豊富な分析
の実行を支援する。
【００７０】
ａ．プロセッサ
　プロセッササブセクションはプロセッサ、例えば約３０ＭＨｚ－１００ＭＨｚのクロッ
ク周波数で動作する３２ビットプロセッサを含み、データ及びプログラムメモリを必要と
し得る。他の適切なプロセッサは６４ビットのもの、又は異なるクロック速度を有するも
の又はシングル又はマルチコアを有するものとし得る。一次クロックは外部位相ロックル
ープ（ＰＬＬ）で調整し得るが、いくつかの実施形態では周波数の重要な性質のために、
ＨＤＬブロックがクロックタイミング検証を実行し、クロックタイミングが既知の基準ク
ロック信号に対して完全に検証されるまで、プロセッサ（及び他の全てのサブセクション
）をリセット状態（従って電力伝送を阻止する状態）に保持することができる。プロセッ
ササブセクションは、一実施形態では、ソフトウェアのアプリケーション層を完全に管理
する。プロセッサはＬＣＬコンバータを流れる電流及び電圧測定値を受け取り、位相角を
、従って一次トラック電流を直接決定する（以下のＩＶ．Ｂ．１．ｅに記載されている）
。更に、プロセッサは通信を制御し、報告を実行し、必要に応じオペレータにより出され
るマニュアル制御コマンドを実行するように構成することができる。
【００７１】
ｂ．通信
　通信サブセクションは、一実施形態では、ハイレベルデータ伝送を無線通信チップで要
求される低レベルビットエンコーディングに変換するように構成し得る。通信サブセクシ
ョンは無線データの適切な送信及び受信を保証する。
【００７２】
ｃ．アナログ－ディジタルコンバータ（ＡＤＣ）
　ＡＤＣサブセクションは、一実施形態では、外部ＡＤＣ集積回路と自動的に通信し、デ
ータをフィルタリングし、重要な測定パラメータをプロセッササブセクションに周期的に
報告するように構成し得る。
【００７３】
ｄ．ＬＥＤディスプレイ
　発光ダイオード（ＬＥＤ）ディスプレイサブセクションは、視覚ステータス報告を処理
することによってプロセッサの負荷を低減するように構成し得る。このサブセクションは
各サブセクションのステータスを自動的に読み取り、一実施形態では、起こり得る問題及
び電力レベルステータス情報を直ちに視覚的に報告する。ＬＥＤディスプレイサブセクシ
ョンはＦＰＧＡ開発ボード上のＲＧＢのカラーＬＥＤセットを直接制御することができる
。
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【００７４】
ｅ．スイッチ制御
　スイッチ制御サブセクションは、一実施形態では、プロセッサからの所望の位相を各フ
ルブリッジスイッチへの正しい波形制御に変換するように構成される。このサブセクショ
ンは、他のサブセクションより高速で、例えば１００ＭＨｚ－５００ＭＨｚで動作するク
ロックを必要とする（ダイレクト低レイテンシ制御レゾリューションを可能にするため）
。このサブセクションは別個のクロックで動作するため、ＨＤＬは潜在的な準安定性問題
がシステムを損傷しないようにクロックドメイン間の非同期問題を処理することができる
。
【００７５】
　ＬＣＬコンバータを使用するとき、その広い容認性のために、スイッチ制御の方法とし
て対称電圧相殺（ＳＶＣ）又は位相シフト（ＰＳ）制御を使用することができる。導通角
が０～１８０°変化するときの一次電流の変化が図１８に示されている。図１８は、一次
トラック電流がゼロから４０Ａまで完全に接続できることを示している。他の実施形態は
、２０１２年１０月２３日に出願された米国特許出願第１３／６４２，９２５号に記載さ
れている非対称電圧相殺（ＡＶＣ）制御の使用を含み、その全開示内容は参照することに
よりここに組み込まれる。
【００７６】
ｆ．スイッチ故障及び準備フィルタ
　スイッチ故障及び準備フィルタサブセクションは、主としてゲートドライバ回路から疑
似故障及び準備信号をフィルタリングするように構成される。スイッチングインバータの
電気的に雑音の多い環境のために、高電力回路からのディジタル信号報告はしばしばバウ
ンスして疑似信号を生じ得る。このサブセクションは読み込みを正しくするために入力信
号をディジタル的にフィルタリングし、デバウンスする。
【００７７】
２．デュアルサイド制御及び最適効率
　図１は、ＩＰＴシステム内の効率を最大にするためのシステム１００の一実施形態を示
す概略ブロック図である。システム１００はＩＰＴシステム１０４内に最大効率装置１０
２を含む。また、ＩＰＴシステム１０４は第１段１０６、第２段１０８、第１段１０６及
び第２段１０８間の無線電力伝送部１１０を含む。信号１００は、負荷１１２及び電圧源
１１４を含む。システム１００の要素を以下に説明する。
【００７８】
　システム１００は最大効率装置１０２を含み、この装置は、ＩＰＴシステム１０４の最
大効率を見つけるためにＩＰＴシステムの少なくとも電圧及び電流を繰り返し測定し、そ
の後より高い効率を達成するために第１段１０６及び第２段１０８のパラメータを調整す
る。最大効率装置１０２は図２の装置２００に関して後でより詳細に説明される。
【００７９】
　システム１００はＩＰＴシステム１０４を含む。ＩＰＴシステム１０４は第１段１０６
から第２段１０８へ電力を無線伝送する。ＩＰＴシステム１０４は車輌、車輌内の電離、
又は無線電力伝送が有効な他の装置に電力を供給することができる。ＩＰＴシステム１０
４は様々なトポロジを含むことができ、効率を測定し、高い効率を達成するためにパラメ
ータを処理することができる任意の構成を含むことができる。一実施形態では、第１段１
０６はエネルギーを無線伝送し、第２段１０８は無線伝送されたエネルギーを受け取り、
出力バスを介する１以上の負荷１１２へのエネルギー伝送を制御する。
【００８０】
　第１段１０６は電圧源１１４から電力を受信する。一実施形態では、電圧源１１４はＤ
Ｃ電圧源であり、第１段１０６は入力としてＤＣ電圧を受信する。別の実施形態では、電
圧源１１４はＡＣ電圧源である。第１段１０６は、一実施形態では、ＡＣ電圧を入力とし
て用いる。別の実施形態では、第１段はＡＣ電圧を整流してＤＣ電圧を第１段１０６内の
別の段に供給する整流器段を含む。電圧源１１４は公共電力網、発電機、電池、燃料電池
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、又は他の当業者に既知の他の電力源からのものとすることができる。
【００８１】
　第１段１０６は、いくつかの実施形態では、無線電力伝送に適した１以上のスイッチン
グ電力コンバータ又はインバータを含む。例えば、第１段１０６は、共振インバータ、共
振コンバータ、又はＩＰＴシステム１０４内の無線電力伝送に有用な他のトポロジを含む
ことができる。一実施形態では、第１段１０６は共振回路網に制御された方形波インバー
タを含む。例えば、方形波インバータは図５に関して記載したＨブリッジインバータとす
ることができる。他の実施形態では、第１段１０６は共振回路網を励振するフルブリッジ
、ハーフブリッジ、プッシュプル又は他のタイプのスイッチングでコンバータを含むこと
ができる。共振回路網はキャパシタ、インダクタ、又は従来既知の他のコンポーネントの
組合せを含むことができる。第１段１０６はインバータ又はコンバータを含み、その後段
に共振回路網（ＲＮ）が続き、その後段に負荷が続く。コンバータ／ＲＮ／負荷は、電圧
源－ＲＮ－電圧シンク、電圧源－ＲＮ－電流シンク、電流源－ＲＮ－電圧シンク、電流源
－ＲＮ－電流シンクなどの様々な組合せのものとすることができる。
【００８２】
　共振回路網は一般的にインダクタ及びキャパシタなどの２以上のリアクティブコンポー
ネントを含む。リアクティブコンポーネントはコンバータ／インバータのタイプ及び負荷
のタイプに応じて様々な直列及び並列配置にすることができる。共振回路網は２素子型、
３素子型、又は他の高次配置にすることができる。当業者はＩＰＴシステム１０４の無線
電力伝送に適した他の配置も認識されよう。
【００８３】
　一実施形態では、第１段１０６はＬＣＬ負荷共振コンバータを含む。ＬＣＬ負荷共振コ
ンバータは、図５に関して上述したトポロジを含むことができる。一実施形態では、第１
段１０６はＬＣＬ負荷共振器コンバータの負荷として働く一実施形態レシーバパッド３１
４も含む。一実施形態では、一次レシーバパッド３１４は、図１３－図１７に関して上記
したものである。
【００８４】
　システム１００は負荷１１２に電力を供給する第２段１０８を含む。一実施形態では、
第２段１０８は、二次共振回路、二次整流回路、及び二次減結合回路を含む。二次共振回
路は、図１３－図１７に関して記載したような二次レシーバパッド３１６を含むことがで
きる。二次共振回路網はインダクタ及びキャパシタなどの他のリアクティブコンポーネン
トも含むことができる。リアクティブコンポーネントは様々な直列及び並列配置にするこ
とができる。一実施形態では、二次共振回路は図２３に関して記載するように構成するこ
とができる。
【００８５】
　第２段１０８は、一実施形態では、二次整流回路を含む。二次整流回路は二次共振回路
からのＡＣ電圧を整流する。二次整流回路はフルブリッジ整流器、ハーフブリッジ整流器
、又は当業者に既知の他の整流回路とすることができる。第２段１０８は二次減結合回路
を含む。二次減結合回路は負荷１１２を二次整流回路及び二次共振回路から減結合するの
に役立つ。一実施形態では、二次減結合回路は二次減結合コンバータである。二次減結合
コンバータは、ブーストコンバータ、バックコンバータ又は他のトポロジなどのスイッチ
ング電力コンバータとすることができる。二次減結合コンバータは、二次整流回路からの
ＤＣ電圧を負荷１１２に有用な別の形態に変換することができる。例えば、負荷１１２が
ＤＣ電圧を要求する場合には、二次減結合コンバータはＤＣ－ＤＣコンバータとすること
ができる。
【００８６】
　一実施形態では、負荷１１２はエネルギー蓄積素子を含む。エネルギー蓄積素子は電池
、キャパシタ、又はエネルギーを蓄積し得る他の素子とすることができる。負荷１１２エ
ネルギー蓄積素子に加えて追加の負荷を含むこともできる。例えば、負荷１１２は電気自
動車駆動系とすることができる。電池で電気自動車駆動系に電力を供給することができる
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。一実施形態では、第２段１０８及び負荷１１２は車内に設置される。例えば、車が第２
段１０８内の二次レシーバパッド３１６を第１段１０６内の一実施形態レシーバパッド３
１４と整列させたとき、第１段１０６は第２段１０８に電力を無線伝送することができる
。ＩＰＴシステム１０４は第２段１０８及び負荷１１２を備えた車が移動し停止する複数
の場所に複数の第１段１０６を備えることができる。
【００８７】
　図２は、ＩＰＴシステム１０４内の効率を最大にする装置２００の一実施形態を示す概
略ブロック図である。装置２００は、後述する測定モジュール２０２、最大効率モジュー
ル２０４、及び調整モジュール２０６を有する最大効率装置１０２の一実施形態である。
【００８８】
　装置２００は、ＩＰＴシステム１０４の電圧及び電流を測定する測定モジュール２０２
を含む。電圧は出力電圧及び／又は入力電圧とすることができる。例えば、測定モジュー
ル２０２は負荷１１２を給電する第２段１０８の出力バスの出力電圧を測定することがで
きる。別の実施形態では、測定モジュール２０２はＩＰＴシステム１０４への入力電圧、
例えば電圧源１１４が第１段１０６に接続される入力端の電圧を測定する。測定モジュー
ル２０２は電流も測定する。例えば、測定モジュール２０２は出力電流及び／又は入力電
流を測定することができる。測定モジュール２０２は、一実施形態では、第２段１０８の
出力バスの出力電流を測定する。別の実施形態では、測定モジュール２０２はＩＰＴシス
テム１０４の入力端における入力電流、例えば電圧源１１４から第１段１０６への電流を
測定する。
【００８９】
　別の実施形態では、測定モジュール２０２は第１段１０６又は第２段１０８への内部の
電圧及び／又は電流を測定する。例えば、測定モジュール２０２は第１段１０６の整流段
及びコンバータ段の間で電圧及び／又は電流を測定する。この電圧及び電流測定値は、負
荷１１２へ伝送される電力の量、負荷１１２の定常状態抵抗、ＩＰＴシステム１０４への
入力電力などの決定に有用である。測定電圧及び電流はＩＰＴシステム１０４の効率を評
価し、最大効率まで繰り返すのに有用である。測定電圧及び／又は電流は効率の計算式で
使用することができる。
【００９０】
　装置２００はＩＰＴシステム１０４に関する最大効率を決定する最大効率モジュール２
０４を含む。一実施形態では、最大効率モジュール２０４は第１段１０６及び第２段１０
８に関する最大効率を決定する。最大効率モジュール２０４は測定モジュール２０２の測
定値と一緒にＩＰＴシステム１０４のパラメータをＩＰＴシステム１０４の最大効率まで
反復して使用する。最大効率モジュール２０４で決定された最大効率は、特定の負荷１１
２、ＩＰＴシステム１０４により発生される特定量の電力、ＩＰＴシステム１０４へ入力
する電力量等に基づくものとし得る。最大効率モジュール２０４は最大効率を決定するた
めにＩＰＴシステム１０４内で得られる他の測定値を使用してもよい。
【００９１】
　最大効率モジュール２０４は、一実施形態では、１以上の変数を反復使用することによ
って最大効率を決定する。例えば、最大効率モジュール２０４は最大効率を決定するため
に１以上の変数を特定の範囲に亘って変化させることができる。最大効率モジュール２０
４が使用し得る変数のいくつかは、第１段１０６の導通角、第２段１０８のデューティサ
イクル、ＩＰＴシステム１０４が空隙を介して電力を無線伝送する空隙の大きさ、一次レ
シーバパッド３１４及び二次レシーバパッド３１６のミスアライメント、１以上の負荷１
１２に伝送される電力、及び品質係数である。当業者は、最大効率モジュール２０４でＩ
ＰＴシステム１０４の最大効率を決定するのに他の変数を変化させてもよいことは認識さ
れよう。
【００９２】
　一実施形態では、最大効率モジュール２０４はＩＰＴシステム１０４の第１段１０６及
び第２段１０８内の種々の要素のモデルを使って最大効率を決定する。最大効率モジュー
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ル２０４はＩＰＴシステム１０４内の種々の素子の動作を近似する方程式を含むことがで
きる。ＩＰＴシステム１０４の特定のトポロジに対する方程式が以下に示されるが、当業
者は第１段１０６から第段１０８へ電力を無線伝送するＩＰＴシステム１０４に適した他
のトポロジに適用可能な他の方程式を認識されよう。
【００９３】
　装置２００は、ＩＰＴシステム１０４内の１以上のパラメータを最大効率モジュール２
０４により計算された最大効率と一致して調整する調整モジュール２０６を含む。例えば
、調整モジュール２０６は、最大効率モジュール２０４により決定された最大効率に対応
させるために、ＩＰＴシステム１０４が最大効率モジュール２０４により決定された動作
状態と合致する動作状態になるようにＩＰＴシステム１０４内の１以上のパラメータを調
整する。
【００９４】
　一実施形態では、調整モジュール２０６により調整される１以上のパラメータは第２段
１０８のデューティサイクルを調整するデューティサイクル基準及び第１段１０６の導通
角を調整する導通角基準を含む。例えば、第１段１０６が共振コンバータを含む場合には
、その共振コンバータを制御する一般的な方法は導通角を調整する。第２段１０８がブー
ストコンバータなどの二次結合コンバータを含む場合には、そのコンバータを制御する一
般的な方法はデューティサイクルを調整する。共振コンバータを制御するシステムは基準
を含む。典型的な制御システムは、電流又は電圧などのパラメータを測定し、基準に対す
る誤差に基づく誤差信号を用いて導通角又はデューティサイクルなどの制御パラメータを
調整する帰還を使用する。共振コンバータに対する導通角の調整は共振コンバータを異な
る動作点に調整し得る。更に、二次減結合コンバータのデューティサイクルの調整は第２
段１０８の動作点を変化し得る。一般的に、第１段１０６の共振コンバータに対する導通
角及び第２段１０８の二次減結合コンバータのデューティサイクルは独立に調整すること
ができる。導通角及びデューティサイクルを独立に調整すると、最大効率モジュール２０
４により計算された最大効率へ向けたＩＰＴシステム１０４の調整に大きなフレキシビリ
ティを与えることができる。
【００９５】
　一般的に、第２段１０８内の二次減結合回路に対するデューティサイクルを調整する制
御ループは比較的高速の制御ループである。同様に、第１段１０６の共振コンバータに対
する導通角を調整する制御ループも比較的高速である。一実施形態では、調整モジュール
２０６がデューティサイクル基準及び／又は導通角基準を調整する場合には、調整モジュ
ール２０６は外部ループの一部分として動作する。一実施形態では、外部ループは第２段
１０８に対するデューティサイクルを制御する内部制御ループ及び第１段１０６に対する
導通角を制御する内部制御ループより低速である。例えば、これらの内部ループはデュー
ティサイクル及び導通角をミリ秒又はマイクロ秒ベースで調整することができるが、外部
ループは導通角基準及びデューティサイクル基準を分又は秒ベースで調整することができ
る。
【００９６】
　いくつかの実施形態では、ここに記載する誘導性充電システムのスイッチ１つの望まし
い特徴は、オンボード電池３２６を充電するために使用する電力（電流）を制御する能力
にある。式（２）及び（２１）をグループ化することによって、下記の式（５）から、電
池３２６へ供給される電力はデューティサイクル（Ｄ）と導通角（σ）の両制御変数によ
り決まり、これは減結合及び一次トラック電流制御として通常よく知られている。例えば
、G. A. Covicらの「Self tuning pick-ups for inductive power transfer」（IEEE Pow
er Electronics Specialists Conference, 2008. PESC 2008.、2008年、3489-3494ページ
）、及びP. Siらの「Wireless Power Supply for Implantable Biomedical Device Based
 on Primary Input Voltage Regulation」（2nd IEEE Conference on Industrial Electr
onics and Applications, 2007. ICIEA 2007.、2007年、235-239ページ）参照。
【００９７】
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【数５】

　　　                          （５）
【００９８】
　制御アルゴリズムを実行するためにこれまでいくつかの方法が提案されている。一つの
可能な選択肢は一次トラック電流自身の制御を用いる。例えば、G. B. Joungらの「An en
ergy transmission system for an artificial heart using leakage inductance compen
sation of transcutaneous transformer」（IEEE Transactions on Power Electronics、
第１３巻、1013-1022ページ、1998年11月）、及びP. Siらの「A Frequency Control Meth
od for Regulating Wireless Power to Implantable Devices」（IEEE Transactions on 
Biomedical Circuits and Systems、第２巻、22-29ページ、2008年3月）参照。別のもっ
と最近の開発例はＭが変化するとき一次トラック電流をσにより制御する。デューティサ
イクル制御は負荷抵抗変化に対して使用される。要するに、Ｉ１はＶｄｃを固定に維持す
るために式（２０）で支配されるＭに反比例するように制御され、負荷変化による電力出
力を式（５）で制御するためにＤが使用される。このタイプのアプローチは二次減結合制
御と呼ばれる。しかしながら、これらの両方法とも、いくつかの実施形態で実施可能であ
るが、最高の総合システム効率を得るための最適な制御ストラテジではない。ここに記載
する実施形態によるこのシステムでは、負荷及び結合の変化を有するシステムに対して最
高の効率を達成するために新たなデュアルサイド制御ストラテジを使用する。
【００９９】
　ここに記載するいくつかの実施形態で使用する効率解析アプローチはシステムを別個の
セクションに分割し各セクションの効率を個別に解析する。効率解析の一つの前提として
、ＬＣＬコンバータ上のＨブリッジのスイッチング損失は極めて複雑な性質で変化するた
め、導通損失のみが考慮される。純粋且つ実際の反射抵抗状態の下でも、１つのレグは比
較的高いダイオード逆回復損失（容量性スイッチング）で動作し、他のレグは通常のハー
ド特性（誘導性スイッチング）で動作し得る。例えば、H. H. Wuらの「Design of Symmet
ric Voltage Cancellation Control for LCL converters in Inductive Power Transfer 
Systems」（IEEE International Electric Machines & Drives Conference（IEMDC）, 20
11、2011年、866-871ページ）参照。更に、各半導体装置のスイッチング特性は動作温度
及び比較的大きな不一致を有する内部装置パラメータに強く依存する。
【０１００】
　解析の説明を助けるために、図１９を参照し得る。半導体装置の導通損は、一実施形態
では、２つの部分に分離してモデル化され、１つの部分はゼロ電流における順方向電圧降
下（Ｖｒｄ＿ｏｎ、Ｖｂｓ＿ｏｎ、Ｖｂｄ＿ｏｎ）であり、他の部分は直列の等価線形抵
抗である。これらの各部分は別個に考慮することができる。ＲＬｄｃはＬｄｃのＥＳＲと
整流器ブリッジ内のダイオードの線形抵抗との和である。
【０１０１】
　整流器後段のブーストコンバータの効率は、次の式で与えられる。
【０１０２】
【数６】

　　　                           （６）
【０１０３】
　ここでは線形抵抗のみが考慮され、式（６）を展開すると、次の式となる。
【０１０４】
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【数７】

　　　                             （７）
【０１０５】
　Ｒｂｓ＿ｏｎがＲｂｄ＿ｏｎにほぼ等しいものとすると、式（７）は次の式に簡略化さ
れる。
【０１０６】

【数８】

　　　                             （８）
【０１０７】
　装置の順方向電圧降下による損失は同様に導出でき、Ｖｈｓ＿ｏｎとＶｈｄ＿ｏｎとが
同等であるとすることにより、効率は、次の式で表される。
【０１０８】

【数９】

　　　                               （９）
【０１０９】
　次に、二次共振回路に対して、パッドインダクタンス変化による離調効果が考量される
。解析を簡単にするために、パッドインダクタンスは一定であると数学的に取扱い、並列
同調キャパシタは変数として取り扱う。更に、同調キャパシタのＥＳＲはそれらの損失は
、他のコンポーネントより一桁低いので無視される。ｉ２の大きさは次の方程式で表され
る。
【０１１０】
【数１０】

　　　                               （１０）
【０１１１】
　ここで、αは次の通りである。
【０１１２】

【数１１】

　　　                                 （１１）
【０１１３】
　式（６）に提案されたアプローチに続いて式（１０）を使用すると、効率は、次の式で
与えられる。
【０１１４】

【数１２】

　　　                                   （１２）
【０１１５】
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　方程式（８）、（９）及び（１２）を掛け合わせれば、その結果は、第２段１０８の二
次共振回路、二次整流回路、及び二次減結合コンバータの効率になる。次の導出はＬＣＬ
負荷共振コンバータ及び関連今日回路網の効率を決定することにある。図２０に示す等価
回路が損失をモデル化するために使用される。最初に、二次離調共振回路の並列インピー
ダンスは、次の式により与えられる。
【０１１６】
【数１３】

　　　                                 （１３）
【０１１７】
　二次側の全てのＥＳＲ損失は、それらの値はリアクタンス及び抵抗成分より著しく小さ
いために無視され、ｉ２は、次の式で与えられることに注意されたい。
【０１１８】

【数１４】

　　　                                  （１４）
【０１１９】
　第１の原理から、反射インピーダンスは、次の式の通りである。
【０１２０】

【数１５】

　　　                                   （１５）
【０１２１】
　式（１５）は、ΔＣ２が零にセットされれば、式（３）に簡略化されることに注意され
たい。前と同様に、線形抵抗損失は零電流時の順方向電圧降下から分離される。式（６）
の場合と同様のアプローチを使用することにより、一次側の効率は、次の式で与えられる
。
【０１２２】
【数１６】

　　                                      　（１６）
【０１２３】
　式（８）と同様に、順方向電圧降下による効率は、次の式で与えられる。
【０１２４】
【数１７】

　　                                       　（１７）
【０１２５】
　式（８）、（９）、（１２）、（１６）及び（１７）を集めることによって、全体的な
システム効率は、次の式で与えられる。
【０１２６】
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【数１８】

　　　                                        （１８）
【０１２７】
　一実施形態では、式（１８）を用いて最高効率点を見つけ出すことができる。しかしな
がら、一般的にこの関数はＱ２ｖに対して４次より高次であり、これはグローバル最大点
の解析解を直接決定できないことを意味する。幸いなことに、詳しい解析により、この関
数は常にグローバル最大点を有し、簡単な検出ルーチンを用いて最大点を検出することが
できる。解析のための値は表２に示されている。ＲｂはＬｂのＥＳＲとスイッチの線形抵
抗の和である。変数Ｍ及びσを決定するために、図４を使用できる。Ｑ２ｖは式（１４）
を用いて計算される。本例では、５ｋＷシステムのＦＰＧＡコントローラ及び全てのセン
サを給電するために約３７Ｗが使用されている。
【０１２８】
【表２】

【０１２９】
　このシステムを実際に実現するためには、図２１に示すコントローラブロック図を使用
することができる。一実施形態では、デューティサイクルＤが一次制御変数として使用さ
れ、導通角σが出力電力（電流）を規定値に維持するために常に更新される。
【０１３０】
　電池３２６の等価負荷抵抗は、電池電圧と充電電流を測定することによって決定できる
。これらの２つのセンサは、一般にＥＶ用の大きな電池を充電する際に安全上の理由のた
めに必要とされ、追加のハードウェアは不要にすることができる。結合係数を決定するた
めに、オブザーバ方程式を直接使用してその動作値を予測することができる。最初に、お
そらく電流変成器（ＣＴ）を用いる測定によって、トラック電流を決定しなければならな
い。しかしながら、ＰＦＣ段が、例えば動作中に一定の４００ＶＤＣバスを維持できる場
合には、余分のＣＴを用いることなく、式（２）を用いてｉ１を直接推定することができ
る。推定したトラック電流を用いることによって、ｉ１及びＲｄｃが既に既知であるとき
、Ｍ（及びｋ）を直接決定することができる。
【０１３１】
【数１９】

　　　                                         （１９）
【０１３２】
　図２２は、広い範囲の負荷及びデューティサイクル状態に亘って大きな誤差なしに相互
インダクタンス（又は結合係数）を決定することができることを示す。表２のシステムパ
ラメータの推定値が式（１８）を用いる最適効率制御に必要とされる。正確な推定値を生
成する一つの方法は、各コンポーネントのＥＳＲチャネルを直接測定し、その後コントロ
ーラを各ユニットに対して測定寄生値でプログラムする。この技術の潜在的な欠点は、動
作中に２つのＩＰＴパッドのＥＳＲに浮遊金属物体が近づくと、それらのＥＳＲが変化し
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得ることにある。動作中のパッドＥＳＲを正確に検出するいくつかの代替可能な方法があ
る。いくつかの実施形態では、名目上の追加コストで共振コンバータの前に入力電圧及び
電流センサを設置することによって代替方法を始め、入力電力を直接測定することができ
る。システムの入力及び出力にアクセスすることで、効率を決定し、そのピークをサーチ
することによって最適値を検出することができる。これは、ここに記載するシステムのい
くつかの実施形態では閉ループコントローラに対して取られている実際の実施アプローチ
である。この方法で測定する効率は完全には正確でないといえるが、一般的な傾向は１％
の測定誤差を有し得るセンサを用いて依然として決定することができる。図３３に示す関
数のピーク値は全く正確に追跡記録することができる。
【０１３３】
　いくつかの実施形態では、一次コントローラ３０８のプロセッサは、最適システム効率
を保証するために、システム効率を追跡し、ＳＶＣ制御及び二次減結合制御を最適にする
ことに責任を持つように構成される。
【０１３４】
Ｖ．二次同調回路網（二次回路３１８、図２３）
　ここに記載するＩＰＴシステムは二次同調回路を含むことができる。
【０１３５】
Ａ．二次共振回路の容量性回路網
　いくつかの実施形態では、二次減結合コンバータとともに示される図２３に示す容量性
回路網は直列補償キャパシタ（Ｃ２ｓ）及び並列タンクキャパシタ（Ｃ２）を含むことが
できる。このシステムのキャパシタンスを決定するために、一実施形態では、次の方法を
使用することができる。
【０１３６】
　１．所望の動作角周波数ω＝２πｆを決定する（ここで、ｆは周波数（Ｈｚ）である）
。
　２．一次側の入力ＤＣ（Ｖｄｃ１）、所望の出力電圧（Ｖｄｃ２）及び所望の出力電流
（Ｉｄｃ２）を決定する。出力電力Ｐｏｕｔ＝Ｖｄｃ２＊Ｉｄｃ２

　３．所定のパッドセットに対して、一次及び二次レシーバパッド３１４及び３１６間の
結合係数（ｋ）範囲及び公称空隙を決定する。

であり、ここで（Ｌ１）ｓは二次レシーバパッド３１６が所定の高さで短絡された状態で
の一次レシーバパッドのインダクタンスであり、（Ｌ１）ｏは二次レシーバパッド３１６
が所定の高さで開路された状態での一次レシーバパッドのインダクタンスである。ｋｏは
パッドが公称空隙に設定されている状態での結合係数である。
　４．最大一次ＲＭＳ　ＡＣ電圧（Ｖａｃ１）を決定する。ここで、σ＝１８０°のとき
、

である。そして、ＩＰＴモデルを用いて所要の最大ＲＭＳ　ＡＣトラック電流（Ｉ１ｍａ

ｘ）も決定する。従って、所望の一次リアクタンス（Ｘ１＿ｄｅｓ）は

である。
　５．一次パッドの上方の公称高さに位置し、一次レシーバパッド３１４が開路であると
きの二次レシーバパッドのインダクタンス（Ｌ２０）及び関連するリアクタンス（Ｘ２０

）を決定する。Ｘ２０=ω＊Ｌ２０であり、ここでωはシステムの角周波数である。
　６．最大高さ（即ちｋｍｉｎ）での開路電圧（Ｖｏｃ）Ｖｏｃ＝Ｉ１ｍａｘ＊Ｘ２０＊
ｋｍｉｎを決定し（一次及び二次レシーバパッドのインダクタンスは互いに極めて近いも
のと仮定する）、このインダクタンスから所望の二次リアクタンス（Ｘ２＿ｄｅｓ）、
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を決定する。
　７．所定の二次共振回路（図２３に示す）に対して、所要の二次直列補償キャパシタ（
Ｃ２ｓ）及び二次並列タンクキャパシタ（Ｃ２）を、次の方程式Ｃ２ｓ＝［ω＊（Ｘ２０

－Ｘ２＿ｄｅｓ）］－１及びＣ２＝［ω＊Ｘ２＿ｄｅｓ］－１を用いて決定する。
　８．二次パッドが最大高さで、二次コイルが二次直列補償キャパシタＣ２ｓと直列に短
絡された状態での公称一次レシーバパッドインダクタンス（Ｌ１０）及びリアクタンス（
Ｘ１０）を決定する。
　９．所定の一次ＬＣＬ同調回路（図１０に示す）に対して、所要の一次直列補償キャパ
シタ（Ｃ１ｓ）及び一次並列タンクキャパシタ（Ｃ１）を、次の方程式Ｃ１ｓ＝［ω＊（
Ｘ１０－Ｘ１＿ｄｅｓ）］－１及びＣ１＝［ω＊Ｘ１＿ｄｅｓ］－１を用いて決定する。
　１０．従って、一次ブリッジインダクタンス（Ｌｂ）は

で決定できる。ブリッジインダクタンスをインバータの２つのレグに分割する場合には、
関連するインダクタンスは各インダクタに等分される。
【０１３７】
Ｂ．コイルの相互作用
　図２３に示すＬ２は二次回路３１８へ電力を伝送するために使用する磁気パッド設計を
示す。ＩＰＴコンバータの二次側では、二次磁気パッド（二次レシーバパッド３１６）は
若干量の自己インダクタ及び相互インダクタを有する疎結合変成器の二次側半部として作
用する。その自己インダクタは（上述したように）回路の同調に使用され、よってシステ
ムは、一般的に、共振電力変成器の効率を維持するためにはこの自己インダクタの変化を
適切に許容しなければならない。しかしながら、二次自己インダクタの変化は一次自己イ
ンダクタより著しく小さい。
【０１３８】
ＶＩ．二次整流回路
　エンドポイント負荷に応じて、ここに記載するＩＰＴシステムは自由選択の二次整流回
路を含むことができる。選択使用されるとき、二次整流回路は高周波数のＡＣ波形をＤＣ
波形に変換するように構成される。二次整流回路は低損失動作用に選択した４つの高速ダ
イオードの全波整流ブリッジ整流器とすることができる。例えば、いくつかの実施形態で
は、整流器を実現するために４つのフェアチャイルドＲＨＲＧ７５１２０ダイオードを使
用した。整流に使用するダイオードは極めて高速のダイオード逆回復時間、引くインダク
タ電圧効果、高い定格電圧及び高い定格電流を有するように構成することができる。他の
実施形態は低損失整流を実行するためにスイッチを用いた同期整流技術を使用する。
【０１３９】
ＶＩＩ．二次減結合回路
　ＩＰＴシステムは二次減結合回路を自由選択で含むことができる。任意の適切な現結合
回路を使用することができる。二次減結合回路はブーストコンバータのようなスイッチン
グ電力コンバータを含むことができる。例えば、図２３に示す減結合制御を備えた並列ピ
ックアップ（二次回路３１８）がいくつかの実施形態で使用されている。例えば、J. T. 
Boysらの「Stability and control of inductively coupled power transfer systems」
（IEE Proceedings - Electric Power Applications、第１４７巻、37-43ページ、2000年
）、G. A. Covicらの「Self tuning pick-ups for inductive power transfer」（IEEE P
ower Electronics Specialists Conference, 2008. PESC 2008、2008年、3489-3494ペー
ジ）、N. A. Keelingらの「A Unity-Power-Factor IPT Pickup for High-Power Applicat
ions」（IEEE Transactions on Industrial Electronics、第５７巻、744-751ページ、20
10年）、J. T. Boysらの「Single-phase unity power-factor inductive power transfer
 system」（IEEE Power Electronics Specialists Conference, 2008. PESC 2008、2008
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年、3701-3706ページ）、Y. Xuらの「Modeling and controller design of ICPT pick-up
s」（International Conference on Power System Technology, 2002. Proceedings. Pow
ercon 2002、2002年）参照。
【０１４０】
　いくつかの実施形態では、上述した二次減結合回路は次の利点を有する。
　・並列共振回路が定常状態の下で電流源として作用し（例えば、G. A. Covicらの「Sel
f tuning pick-ups for inductive power transfer」（IEEE Power Electronics Special
ists Conference, 2008. PESC 2008.、2008年、3489-3494ページ）参照）、ほとんどの種
類のバッテリを充電するために十分に機能しうる。
　・二次減結合コントローラ３２０は使用が容易で、スイッチＳｂのデューティサイクル
を制御するだけでピックアップの出力電圧を任意の所望の値に調整することができる。例
えば、J. T. Boysらの「stability and control of inductively coupled power transfe
r systems」（IEE Proceedings - Electric Power Applications、第１４７巻、37-43ペ
ージ、2000年）参照。更に、この二次側制御は、無線通信リンクが一時的に不作動になっ
た場合に、電池に対する保護機能として作用する。
【０１４１】
　二次減結合コントローラスイッチを高いスイッチング周波数で動作させると、一次側へ
一定の反射インピーダンス（Ｚｒ）を生成し、電源から引き出される電流は、低速スイッ
チング動作に比較して、二次側からのＥＭＩ理想的に最小にする能力を有するものとなる
。ここで、開回路電圧は第１の原理から、次の式により与えられる。
【０１４２】

【数２０】

　　　                                            （２０）
【０１４３】
　そして、電池３２６が定常状態の下で等価ＤＣ抵抗としてモデル化できる場合には、出
力電力は、次の式で与えられる。
【０１４４】

【数２１】

　　　                                            （２１）
【０１４５】
　ここで、次の通りである。
【０１４６】
【数２２】

　　　                                            （２２）
【０１４７】
【数２３】

　　　                                              （２３）
【０１４８】
　式（２２）中のＱ２ｖはＱ２と相違する。Ｑ２は全体的な品質係数であり、電圧Ｑ（Ｑ

２ｖ）と電流Ｑ（Ｑ２ｉ）の積として定義することができる。例えば、N. A. Keelingら
の「A Unity-Power-Factor IPT Pickup for High-Power Applications」（IEEE Transact
ions on Industrial Elecronics、第５７巻、744-751ページ、2010年）参照。ここで、Ｑ

２ｖは同様に処理され、Ｑ２ｉはＬ２ｅｑ及びＬ１ｅｑによる同調の定義中に自己充足さ
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れる。設計ストラテジの重要部分は式（２１）の電力要件を満足する式（２３）のＬ２ｅ

ｑを選択することにある。設計パラメータは表３に示されている。Ｖｏｃパラメータは結
合係数及び使用する一次トラック電流に依存するため、ここでは与えられない。Ｌｄｃの
主な目的は整流電流を連続的に維持するためであり、その選択基準は、例えば、P. Siら
の「Analyses of DC Inductance Used in ICPT Power Pick-Ups for Maximum Power Tran
sfer」（2005 IEEE/PES Transmission and Distribution Conference and Exhibition: A
sia and Pacific、2005年、1-6ページ）に見つけることができる。
【０１４９】
【表３】

【０１５０】
　いくつかの実施形態では、並列共振ピックアップの特定のＬｄｃを選択するプロセスを
使用することができる。例えば、回路に必要とされる最小ＤＣインダクタンスを解析する
プロセッサが続いて行われる。一つの直接的な方法は、最大値に対して正規化される出力
電力の量を測定することであり、適度なＬｄｃを選択することができる（図２４）。しか
しながら、このプロセスは、電力が入手可能であっても、ＤＣ電流に大きな高調波リップ
を有し、整流器を逆流してノンユニティの変位力率を生じるため、少し複雑である。例え
ば、P. Siらの「Analyses of DC Inductance Used in ICPT Power Pick-Ups for Maximum
 Power Transfer」（2005 IEEE/PES Transmission and Distribution Conference and Ex
hibition: Asia and Pacific、2005年、1-6ページ）参照。この現象は、一次コンバータ
へ反射されるときＨブリッジ回路網への追加の負荷を生じ、大きな反射を避けるために、
動作中のリップル電流を２０％以下に低減するのがよい。従って、図２５の曲線は、ＤＣ
インダクタンスを約５００μＨまで増大すると、リップルは２０％まで減少し得ることを
示している。
【０１５１】
　次に、二次減結合コントローラ３２０のスイッチング周波数の解析は幾分複雑であり、
システムが動作し得る最適周波数は高速スイッチング中にある。スイッチング周波数がＬ

ｄｃ及び並列共振タンクの共振極に選択されるとき、７８％への大きな効率降下も生じ得
る。従って、より高い又はより低い周波数を選択することができる。より低い周波数は、
ピックアップがスイッチオン及びオフされるときＥＭＩが生じ、グリッドへ戻される。従
って、より高い周波数が好ましい。図２６に示すように、周波数を１０ｋＨｚ以上にする
と、その効率は高く維持される。
【０１５２】
　ＤＣ等価回路理論及び状態空間平均（例えば、J. T. Boysらの「Controlling inrush c
urrents in inductively coupled power systems」（The 7th International Power Engi
neering Conference, 2005. IPEC 2005、2005年、1046-1051ページ）参照）を使用すると
、並列同調源結合回路に対する伝達関数は次の方程式（２４）で示される。前記システム
パラメータを用いたこの伝達関数のルートローカスプロットが図２７に示されている。こ
のルートローカスプロットは、３つの極と２つの零点があることを示している。零点は右
半面零点であり、これは、出力はステップ関数が入力であるときに予測される方向の負方
向に常に作用することを意味する。この点を考慮に入れると、更に解析モデルに重要な前
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提を行い、システムを不安定の寸前に追いやることは賢い選択ではない。
【０１５３】
【数２４】

　　　                                                       （２４）
【０１５４】
Ａ．スイッチングセクションのスイッチ及びダイオードの選択
　ここに記載するシステムには任意の適切なスイッチ及びダイオードの組合せを使用する
ことができる。例えば、いくつかの実施形態では、簡単さ、コスト及びＭＯＳＦＥＴ型ス
イッチにスナブ素子を付加することにより生じる損失の回避のために、同じインターナシ
ョナルレクティフィアＩＧＢＴ　ＩＲＧ７ＰＨ４２ＵＰＢＦスイッチ（一次同調ＬＣＬ負
荷共振コンバータに使用されるスイッチと同一）を図２３に示す二次減結合せスイッチＳ

ｂのために使用することができる。ゲートドライバ回路も図９に示すものと同様にするこ
とができる。図２３に示すダイオードＤｂは任意の適切なコンポーネント又はコンポーネ
ントセットから選択でき、例えばＩｎｆｉｎｅｏｎ社製の２つの並列接続されたＩＤＨ１
６Ｓ６０Ｃ炭化シリコン（ＳｉＣ）ショットキダイオードとすることができる。ＳｉＣダ
イオードは正の温度係数を有するため、一般的なシリコンショットキダイオードの場合に
起こり得る熱暴走を抑えるために追加の熱平衡の配慮が必要なくなる。更に、ＳｉＣダイ
オードは極めて低い導通損及びほぼゼロの逆回復時間を示す。
【０１５５】
　二次側電子回路上のスイッチ及びダイオードは一次側と同じボトム構造及び同じヒート
スプレッダウェハを熱ペーストとともに用いて構成することができる（図８）。アルミニ
ウムヒートシンクは中程度の容量及び表面積を有するもの、例えばＭ＆Ｍメタルから入手
し得るＭＭ３２６４７とすることができる。一次側及び二次側の電子回路アセンブリはヒ
ートシンクチャネルに下向きに向けた空冷ファンを含むことができる。Ｓｏｆａｓｃｏ社
製のモデル番号Ｄ７０２５Ｖ１２又は同等物が適切である。二次側熱構造は図８に示す構
造と同等である。
【０１５６】
ＶＩＩＩ．二次減結合コントローラ
　ここに記載するＩＰＴシステムは二次減結合コントローラ３２０を含むことができ、こ
のコントローラはハードウェア及びこれと関連するソフトウェアの両方を有する。
【０１５７】
Ａ．ハードウェア
　減結合スイッチ波形を制御するために任意の適切な二次減結合コントローラ３２０を使
用することができる。いくつかの実施形態では、二次減結合コントローラを開発するため
に、Ｘｉｌｉｎｘ　Ｓｐａｒｔａｎ　３ＡＮ　ＦＰＧＡを用いたフィールドプログラマブ
ルゲートアレイ（ＦＰＧＡ）開発ボードを使用することができる。標準規格８０２．１５
．４の無線プロトコル層のような無線プロトコル層でのカスタムアプリケーション通信プ
ロトコルを提供すために、この開発ボードにカスタム無線通信カードを付加してもよい。
このＦＰＧＡ開発プラットフォームは一般に初期のＩＰＴシステムに大きなフレキシビリ
ティを可能にする。更に、もっと費用効果の高い解決策が存在し、一般によりもっと精細
なシステム全体の制御をもっと高いデータスループットレートで可能にする。二次減結合
コントローラに対する１つのこのような代替例は、ディジタル信号コントローラ（ＤＳＣ
）又はディジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ）、例えばフリースケールＭＣ５６Ｆ８４ｘｘ
又はシリーズＤＳＣ、を使用する。
【０１５８】
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Ｂ．ソフトウェア
１．概要
　ＦＰＧＡ又は代替プロセッサを使用するいくつかの実施形態では、内部ファームウェア
開発はハードウェア記述言語（ＨＤＬ）で行うことができる。ＤＳＣ又はＤＳＰを用いる
実施形態では、内部ワームウェエア開発は、Ｃ又はＣ＋＋などのソフトウェアプログラミ
ング言語で行うことができる。このようなファームウェアはサブセクション、例えば５つ
の異なるサブセクションに分割することができる。これらのサブセクションは、例えばプ
ロセッササブセクション、通信サブセクション、アナログ－ディジタルコンバータ（ＡＤ
Ｃ）サブセクション、ＬＥＤディスプレイサブセクション、及びスイッチ制御サブセクシ
ョンを含むことができる。
【０１５９】
　これらのファームウェアサブセクションに加えて、追加のソフトウェアをプロセッササ
ブセクションにアプリケーションとして加えることができ、Ｃ又はＣ＋＋言語などの任意
の適切な言語で実行させることができる。マニュアル制御及びデータロギングなどのイン
タラクションは任意の適切なユーザインタフェース、例えば無線インタフェースによるＰ
Ｃ上のグラフィックユーザインタフェース（ＧＵＴ）によって独立に処理することができ
る。マニュアル制御及びインタラクションは任意であるが、システムのデータが豊富な分
析の実行を支援する。
【０１６０】
ａ．プロセッサ
　プロセッササブセクションはプロセッサ、例えば約３０ＭＨｚ－１００ＭＨｚのクロッ
ク周波数で動作する３２ビットプロセッサを含み、データ及びプログラムメモリを必要と
し得る。他の適切なプロセッサを使用してもよい。一次クロックは外部位相ロックループ
（ＰＬＬ）で調整し得るが、周波数の重要な性質のために、ＨＤＬブロックがクロックタ
イミング検証を実行し、クロックタイミングが既知の基準クロック信号に対して完全に検
証されるまで、プロセッサ（及び他の全てのサブセクション）をリセット状態（従って電
力伝送を阻止する状態）に保持することができる。プロセッササブセクションは、ソフト
ウェアのアプリケーション層を完全に管理する。プロセッサは二次減結合コントローラ３
２０を流れる電流及び電圧の測定値を受け取り、ＩＰＴシステム１０４の電力伝送をデュ
アルサイド制御で決定するのを直接支援する（ＩＶ．Ｂ．２に記載されている）。更に、
いくつかの実施形態では、プロセッサは通信を制御し、報告を実行し、必要に応じオペレ
ータにより出されるマニュアル制御コマンドを実行するように構成することができる。
【０１６１】
ｂ．通信
　通信サブセクションは、ハイレベルデータ伝送を無線通信チップで要求される低レベル
ビットエンコーディングに変換するように構成される。通信サブセクションは、一実施形
態では、無線データの適切な送信及び受信を保証する。
【０１６２】
ｃ．アナログ－ディジタルコンバータ（ＡＤＣ）
　ＡＤＣサブセクションは、外部ＡＤＣ集積回路と自動的に通信し、データをフィルタリ
ングし、重要な測定パラメータをプロセッササブセクションに周期的に報告するように構
成し得る。
【０１６３】
ｄ．ＬＥＤディスプレイ
　ＬＥＤディスプレイサブセクションは、視覚ステータス報告を処理することによってプ
ロセッサの負荷を低減するように構成し得る。このサブセクションは各サブセクションの
ステータスを自動的に読み取り、起こり得る問題及び電力レベルステータス情報を直ちに
視覚的に報告する。ＬＥＤディスプレイサブセクションはＦＰＧＡ開発ボード上のＲＧＢ
のカラーＬＥＤセットを直接制御することができる。
【０１６４】
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ｅ．スイッチ制御
　スイッチ制御サブセクションは、プロセッサからの所望の減結合デューティサイクルを
減結合スイッチへの正しい波形制御に変換するように構成される。このサブセクションは
、プロセッサがいつデューティサイクルの変化を要求するかと無関係に、新たな値が適切
な時間間隔で再ロードされるようにディーティサイクル制御を刻時することを助ける。こ
のサブセクションは、一実施形態では、障害が検出された場合に二次回路３１８を自動的
に減結合することができるフォールトトレラントパルス幅変調（ＰＷＭ）信号を出力する
。
【０１６５】
ＩＸ．無線で電力を供給される負荷
　図２８及び図２９は、固定出力電圧条件（３００Ｖ）及び最も悪い場合の結合係数にお
ける、一次側のグリッド入力から二次側へのＤＣ出力にデュアルサイド制御、すなわち二
次減結合制御（デューティサイクルとして示される）を使用したときの無線ＩＰＴの全体
の効率を示すものである。高出力ＩＰＴシステムに付随する負荷のほとんどが、バッテリ
の充電の際に、電気自動車のような一定のＤＣ電圧出力を必要とするであろうことに留意
されたい。しかしながら、負荷条件が変化する条件下でシステム出力電圧の変化が許され
る場合、システムの全体効率は、軽負荷のもとで改善されうる。図３０は、デュアルサイ
ド制御がなく、いくつかの異なる垂直及び水平な磁気パッドのミスアライメント状態のも
とで出力電圧が変化する場合のシステムの全体効率を示す。
【０１６６】
Ｘ．故障保護及び安全性
　故障保護は、人及び機器の安全を確保するために、高電圧及び高出力システムにおいて
重要な一面である。本明細書に記載される５ｋＷ以上の無線ＩＰＴシステムは、３層のハ
ードウェアの耐故障性と、複数の付加的な層のソフトウェアの故障保護を使用できる。
【０１６７】
Ａ．ハードウェアの故障保護
　いくつかの実施形態では、ハードウェアの故障保護の第１層は、各一次スイッチゲート
ドライバ及びＡＣ－ＤＣ力率段の入力に存在する。標準的なヒューズ保護に加え、一実施
形態では、ＡＣ－ＤＣ力率段は、以上に高い電流スパイクを検出して、マニュアルリセッ
トが行われるまでシステムの電源を切るという能力を有する。ＬＣＬコンバータで、各ス
イッチのゲートドライブ回路は、いずれかのスイッチに脱飽和（例えば故障モード）が検
出されると、全てのゲートドライバの電源が切られて、システムがスイッチの故障を報告
するように、脱飽和保護を有する。故障保護のこの層に更なる安全性が必要な場合、標準
的な、通常開いているコンタクタを、ＡＣ－ＤＣ力率段の入力又は出力に加えることがで
きる。
【０１６８】
　いくつかの実施形態では、ハードウェア故障保護の第２層は、第１及び第２の共振回路
網に存在できる。一実施形態では、リテルヒューズ（部品番号Ｖ２５Ｓ７５０Ｐ）からの
金属酸化物バリスタ（ＭＯＶ）が、図１０の並列な同調キャパシタＣ１及び図２３の並列
な同調キャパシタＣ２と並列に配置される。それぞれのＭＯＶは、一般に、約７５０ＶＡ
Ｃ又は９７０ＶＤＣの過渡電流から保護して、８９０Ｊのエネルギーを消費する能力を有
するが、これは、当該実施形態では、システムの容量エネルギー蓄積を除去し、人の安全
を保証するために十分である。ＭＯＶ自体が故障するという、発生することが想定されに
くいイベントにおいて、最も想定される故障モードは、ＩＰＴシステムを実際に離調し、
追加の電力伝送を防ぐ短絡である。
【０１６９】
　いくつかの実施形態では、ハードウェア故障保護の第３層は、二次減結合回路に存在で
きる。全てのソフトウェアが出力電力を制御できず、一次回路が出力電力に係らず一定の
トラック電流を継続して供給するという、発生する可能性が高いイベントにおいて、シュ
ミットトリガ回路は、自動的に二次回路を減結合し、出力電圧を３１０Ｖから３３０Ｖの
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間に調整するため、過電圧状態にすることなく、全システムの適切な動作状態を維持でき
る。故障保護の本層は、二次減結合制御を有さないか、有したとしても制御は完全にソフ
トウェア内に残るという点で、多くの類似するシステムに対して特徴的である。更に、故
障保護の本段階では、動的なインモーションの無線誘導電力伝送に対するトレンドが可能
になる。
【０１７０】
Ｂ．ソフトウェアの故障保護
　いくつかの実施形態では、一次コントローラ２０８及び二次減結合コントローラ３２０
に搭載されたソフトウェアは、ＩＰＴシステム全体に亘って電流レベル及び電圧レベルを
常時監視するように構成される。いかなるときにも、電流又は電圧が所定の最大値を越え
た場合、それぞれ独立したコントローラは、さらなる電力伝送を防止し、ユーザに適切な
過電圧又は過電流のエラーを報告する。加えて、不変性及び信頼性のために、通信が監視
される。通信が信頼性がないと判断されるか、又は通信が行われないまま所定の時間経過
した場合、それぞれ独立したコントローラは、さらなる電力伝送を防止し、ユーザに適切
な通信のエラーを報告する。
【０１７１】
　安全性の他の重要な一面は、渦電流により発熱している、一次及び二次磁気コイル（一
次及び二次レシーバパッド３１４及び３１６）の間のフェリ磁性の物体がないことを確実
にすることである。一次コントローラ３０８のソフトウェア及び二次減結合コントローラ
３２０のソフトウェアは、常時システムの効率を監視し、未確認のフェリ磁性材料により
効率の低下が発生した場合に検出できる。このような効率の低下が発生した場合、ＩＰＴ
システムは、それぞれ個別のコントローラを停止することにより、かかる物体の発熱を防
ぎ、適切なエラーメッセージをユーザに報告する。
【０１７２】
Ｃ．磁気の安全性
　国際非電離放射線防護委員会（ＩＣＮＩＲＰ：International Commission on Non Ioni
zing Radiation Protection）のガイドライン「ＥＵ及びオセアニアの多くの国々で現在
採用されている基準」は、広範囲に亘る新しい電磁誘導充電の規格（ＳＡＥ－Ｊ２９５４
、ＩＳＯ／ＩＥＣ　ＰＴ６１９８０等）により、人に曝露される最大磁界を決定するのに
広く使われている。
【０１７３】
　開示されたＩＰＴシステムの磁界測定は、様々な実施形態では、ＡＲＰＡＮＳＡにより
提案される測定技術を使用することにより、厳密にＩＣＮＩＲＰ規格に適合する。例えば
、M. Budhiaらの「Design and Optimisation of Circular Magnetic Structures for Lum
ped Inductive Power Transfer Systems」（IEEE Transactions on Power Electronics、
1-1ページ、2011年）を参照されたい。一般に、満たされるべき基準は２つあり、１）人
体に曝露される絶対最大磁界は２７．３μＴを超えてはならず、２）頭部、胸部、股間及
び膝で測定される平均磁場強度は、６．２５μＴを下回ってはならない。図３１は、一実
施形態では、絶対最大磁場強度が０．８２ｍで満たされ、これは、一般的な乗用車の幅の
半分未満である。測定は、全ての可能な動作状態で行われ、最も悪い場合の粗い面と状態
が図３１に示されている。図３２は、平均４．３６μＴの人体が、４点の測定を使用して
、標準的なシナリオとして（例えば、M. Budhiaらの「Design and Optimisation of Circ
ular Magnetic Structures for Lumped Inductive Power Transfer Systems」（IEEE Tra
nsactions on Power Electronics、1-1ページ、2011年）参照）測定され、１５００ｍｍ
の女性の最小の高さが最も悪い場合として使用される。
【０１７４】
ＸＩ．システムの結果
　実際の実験的測定は、デュアルサイド制御における前項からのシステム効率の分析を確
認するために使用されてきた。図３３及び図３４は、異なる結合状態における動作中のデ
ューティサイクルの変化に対する分析的及び実験的な結果を示す。Ｑ２ｖｍは、達成可能
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なＱ２ｖの最大値であり、特定の負荷状態を意味する。例えば、Ｑ２ｖｍは、５ｋＷの出
力を意味し、０．８Ｑ２ｖｍは、４ｋＷの出力を意味する。実験的な結果について、デュ
ーティサイクルは、物理システムの部品公差内に抑えるために、より高いＱ２ｖ（負荷状
態）に制限される。予想される効率と測定された効率との間の絶対値の差はあるが、最高
効率が発生するデューティサイクルはほとんど同じであり、波形の傾きはほとんど等しい
。低出力における効率の値の大きな違いは、システムにおけるスイッチング損失を無視す
ると仮定したことに起因する。スイッチング損失がシステムレベルのシミュレーションに
含まれるとき、シミュレーションの結果は実験結果に直接的に合致するが、ここでは、明
確さのため示されない。これらの計算により、それぞれの制御スキームの効率間の直接的
な比較が可能である。
【０１７５】
　一次側の制御において、デューティサイクルは常にゼロに維持され、これはより低いＱ
２ｖに現れる。取得された効率は、測定において現れる最適なピークよりも当然低い。二
次側の制御において、デューティサイクルは、Ｄ＝（１－Ｒｄｃ＿ｍｉｎ／Ｒｄｃ）に維
持することにより負荷抵抗の変化に対して出力電圧を一定に維持するように制御される。
同様に、二次減結合制御の効率は最適でないことが理解できる。明確に比較するため、図
３３及び図３４による実験の結果が表４に示される。ｋ＝１．１４ｋｍｉｎの場合、一次
制御の効率は、二次減結合制御の効率よりもわずかに良いが、最適制御は、これら双方よ
りも良い。ｋ＝２ｋｍｉｎの場合、二次減結合制御は、一次制御よりも良いが、最適制御
は、依然として最も良い。ｋ＝２ｋｍｉｎ及びＰｏｕｔ＝１ｋＷのとき、二次減結合制御
と比較して、～７％の効率の改善と、～２５％の損失の減少とが達成されることに留意さ
れたい。
【０１７６】
【表４】

【０１７７】
　一般的なＩＰＴシステムにおいて、最高効率は、必要とされる電力伝送に対して最小の
一次トラック電流が使用された場合に達成されると思われるかもしれない。しかし、σが
低い場合における（１６）及び（１７）のＨブリッジの高い導通損により、最高効率は、
最小の一時電流ではもはや発生しない。ｋ＝２ｋｍｉｎ及びＱ２ｖ＝０．２Ｑ２ｍにおけ
る効率の差異の大きさを示すために、重要な波形のＲＭＳ値が図３５に示されている。最
高効率は、図３４においてＤ＝０．６で発生し、図３５の最小のｉｂに対応する。一次側
制御と比較すると、ｉ１及びｉ２は、最適制御に対して極めて小さい。二次側制御と比較
すると、ｉｂは、最適制御に対して極めて小さい。
【０１７８】
　様々な垂直及び水平高さの範囲における、４００ＶＤＣから３００ＶＡＣのシステムレ
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ベルの充電効率が図３６に示されている。この効率は、フロントＰＦＣ及び整流段を含ま
ない。これらの特徴により、この段からの効率が９８％にも到達することが理解できるだ
ろう。例えば、F. Musaviらの「A High-Performance Single-Phrase Bridgeless Interle
aved PFC Converter for Plug-in Hybrid Electric Vehicle Battery Chargers」（IEEE 
Transactions on Industry Applications、第４７巻、1833-1843ページ、2011年）参照。
このコンポーネントを考慮すると、幅広い結合状態の範囲に亘る通常運転の間の効率は、
グリッドから電池３２６まで、依然として９０％前後又は９０％以上でありうる。この実
際の結果は、近年のＩＰＴ及びデバイス技術の進歩によりレベル２の電磁誘導充電を極め
て高効率にできることを示したため、重要な成果である。そのため、電磁誘導充電がプラ
グインシステムよりも非効率的であるという前述の仮定は、もはや正当でない。
【０１７９】
　ｋ＝１．１４ｋｍｉｎ及びｋ＝２ｋｍｉｎという２つの結合状態における動作の波形が
、図３７及び図３８に示されている。５ｋＷという最大値において、デューティサイクル
はゼロに設定され、２ｋＷにおいて、ＲＭＳ波形はより高くなる。ｋ＝１．１４ｋｍｉｎ

の場合、入力電圧は、（２）に示される一次トラック電流を減少させるためにＬＣＬコン
バータの導通角を低くすることにより制限され、低い入力電圧を補うためにより高い電流
が必要とされるため、ブリッジ電流はｋ＝２ｋｍｉｎよりもきわめて高い。最適効率のデ
ュアルサイド制御のために、２ｋＷの出力が０．４前後のデューティサイクルに対応する
ことに留意されたい。
【０１８０】
ＸＩＩ．デュアルサイド制御のための方法
　図３９は、本発明におけるデュアルサイド制御の平準化のための方法３９００の一実施
形態を示す概略のフローチャート図である。方法３９００が開始すると、でＩＰＴシステ
ム１０４の電圧及び電流を測定する（３９０２）。一実施形態では、方法３９００は、第
２段１０８の出力等のＩＰＴシステム１０４の出力において、電圧及び電流を測定する（
３９０２）。他の一実施形態では、方法３９００は、入力電圧及び電流を測定する（３９
０２）。入力電圧及び電流又は出力電圧及び電流は、ＩＰＴシステム１０４の入力電力及
び／又は出力電力を決定するために使用されうる。例えば、測定モジュール２０２は、Ｉ
ＰＴシステム１０４の電圧及び電流を測定する。
【０１８１】
　方法３９００は、ＩＰＴシステム１０４のパラメータを最大効率まで繰り返し使用する
ことにより、ＩＰＴシステムの最大効率を決定する（３９０４）。例えば、最大効率モジ
ュール２０４は、ＩＰＴシステム１０４の最大効率を決定してもよい（３９０４）。方法
３９００は、ＩＰＴシステム１０４内の１以上のパラメータを、計算された最大効率と一
致して調整し（３９０６）、方法３９００は終了する。例えば、調整モジュール２０６は
、ＩＰＴシステム１０４の１以上のパラメータを調整できる（３９０６）。調整モジュー
ル２０６は、第１段１０６の導通角の基準及び／又は第２段のデューティサイクルの基準
を調整してもよい。
【０１８２】
　図４０は、本発明におけるデュアルサイド制御のための方法４０００の他の一実施形態
を示す概略的なフローチャート図である。方法４０００が開始すると、ＩＰＴシステム１
０４の第２段１０８の出力を測定する（４００２）。一実施形態では、出力は、第２段１
０８の出力電圧及び／又は出力電流である。方法４０００は、エラーがあるかを決定する
（４００４）。例えば、第２段１０８が、ブーストコンバータのようなコンバータ（二次
減結合コンバータ）である二次減結合制御を含む場合、二次減結合制御は、二次減結合コ
ンバータのデューティサイクルを制御してもよい。二次減結合コンバータは、出力電圧又
は出力電流を制御する帰還ループを含んでもよい。帰還ループは、基準信号と比較されう
る。方法４０００は、一実施形態では、エラー信号があるかを決定する（４００４）。方
法４０００は、エラーがないと決定すると（４００４）、フローを戻って第２段１０８の
出力を測定する（４００２）。方法４０００は、エラーがあると決定すると（４００４）
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、エラー信号に基づいて二次減結合コンバータのデューティサイクルを調整し（４００６
）、再び第２段１０８の出力を測定する（４００２）。
【０１８３】
　方法４０００は、第１段１０６の出力を測定する（４００８）。例えば、第１段１０６
は、導通角を制御することにより制御されるＬＣＬ負荷共振コンバータを含んでもよい。
ＬＣＬ負荷共振コンバータは、導通角を制御する帰還ループを含んでもよい。帰還ループ
は、エラーを決定するために、第１段１０６の出力を、基準信号と比較する。方法４００
０は、エラーがあるかを決定する（４０１０）。方法４０００は、エラーがないと決定し
た場合、フローを戻って第１段１０６の出力を測定する（４００８）。方法４０００は、
エラーがあると決定した場合（４０１０）、第１段１０６の導通角を調整し（４０１２）
、フローを戻って第１段１０６の出力を測定する（４００８）。
【０１８４】
　方法４０００は、第２段１０８の出力を使い、ＩＰＴシステム１０４の最大効率を計算
する（４０１４）。方法４０００は、計算された最大効率と一致して、第１段１０６の基
準を調整して（４０１６）、第２段１０８の基準を調整し（４０１８）、フローを戻って
第２段１０８の出力を測定する（４００２）。例えば、方法４０００は、第１段１０６の
ＬＣＬ負荷共振コンバータの導通角を調整する第１段１０６の基準を調整する（４０１６
）。他の一実施形態では、方法４０００は、第２段１０８の二次減結合コンバータのデュ
ーティサイクルを調整する第２段１０８の基準を調整する（４０１８）。一般に、ＩＰＴ
システム１０４の最大効率を計算して（４０１４）基準を調整する（４０１６及び４０１
８）帰還ループは、デューティサイクル及び導通角を調整する（４００６及び４０１２）
帰還ループよりも遅いループである。
【０１８５】
ＸＩＩＩ．用語
　本明細書で使用される用語の一覧は、次の通りである。
　Ｖｄｃ　一次ＬＣＬ負荷共振コンバータへのＤＣ入力電圧
　Ｑ２　二次共振回路の全体の品質係数（J. T. Boysらの「Stability and control of i
nductively coupled power transfer systems」（IEE Proceedings - Electric Power Ap
plications、第１４７巻、37-43ページ、2000年））
　Ｑ２ｖ　二次共振回路の電圧品質係数（N. A. Keelingらの「A Unity-Power-Factor IP
T Pickup for High-Power Applications」（IEEE Transactions on Industrial Electron
ics、第５７巻、744-751ページ、2010年））
　Ｑ２ｉ　二次共振回路の電流品質係数（N. A. Keelingらの「A Unity-Power-Factor IP
T Pickup for High-Power Applications」（IEEE Transactions on Industrial Electron
ics、第５７巻、744-751ページ、2010年））
　Ｑ２ｖｍ　最大結合及び最大負荷状態のときの最大電圧品質係数
　Ｑ１　一次ＬＣＬ負荷共振コンバータの品質係数
　Ｒｄｃ　定常状態における電池３２６のＤＣ等価抵抗
　Ｒｄｃ＿ｍｉｎ　最大負荷状態
　ｋ　結合係数
　ｋｍｉｎ　動作レンジ内の最小結合係数
　ｋｍａｘ　動作レンジ内の最大結合係数
　Ｍ　一次及び二次レシーバパッド３１４及び３１６の相互インダクタンス
　Ｌ１　一次レシーバパッド３１４の自己インダクタンス（図５）
　Ｌ２　二次レシーバパッド３１６の自己インダクタンス（図５）
　Ｃ２ｓ　二次共振回路の直列同調キャパシタ（図２３）
　Ｃ２　二次共振回路の並列同調キャパシタ（図２３）
　Ｃ１ｓ　一次ＬＣＬ負荷共振コンバータの直列同調キャパシタ（図５）
　Ｃ１　一次ＬＣＬ負荷共振コンバータの並列同調キャパシタ（図５）
　Ｌｄｃ　二次減結合回路のＤＣインダクタンス
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　Ｌｂ　ＬＣＬ負荷共振コンバータのブリッジインダクタンス
　ＳＵ　レシーバパッドの非補償電力（Ｖｏｃ＊Ｉｓｃとして定義される（G. Elliottら
の「Multiphase Pickups for Large Lateral Tolerance Contactless Power-Transfer Sy
stems」（IEEE Transactions on Industrial Electronics、第５７巻、1590-1598ページ
、2010年）））
　ｉ１　一次トラック電流（又はインダクタコイルを流れる電流）（図５）
　ｉ１＿ｍａｘ　ＬＣＬ負荷共振コンバータ内の最大一次トラック電流（図５）
　Ｉｓｃ　二次レシーバパッド３１６が短絡したときに測定された電流
　Ｖｏｃ　二次レシーバパッド３１６が開路であるときに測定された電圧
　ω　ＩＰＴシステムの動作周波数
　Ｘ１　ＬＣＬ負荷共振コンバータのリアクタンス（M. Borageらの「Analysis and desi
gn of an LCL-T resonant converter as a constant-current power supply」（IEEE Tra
nsactions on Industrial Electronics、第５２巻、1547-1554ページ、2005年））
　Ｘ２　二次共振回路のリアクタンス（並列等価）
　σ　第１段の導通角の制御変量（H. H. Wuらの「Design of Symmetric Voltage Cancel
lation Control for LCL converters in Inductive Power Transfer Systems」（IEEE In
ternational electric Machines & Drives Conference （IEMDC）, 2011、2011年、866-8
71ページ））
　Ｚ１　一次側における二次側からの反射インピーダンス
　Ｚ２　Ｖｏｃから測定された二次回路３１８の等価インピーダンス
　Ｌ１ｅｑ　直列同調（１）における等価な一次レシーバパッドのインダクタンス
　Ｌ２ｅｑ　直列同調（２３）における等価な二次レシーバパッドのインダクタンス
　Ｖａｂ　ＨブリッジのＡＣ出力電圧（図５）
　（Ｖａｂ）１　ＡＣ出力電圧の基本要素
　Ｖａｃ２　二次並列共振キャパシタに亘る電圧
　ΔＬ１　高さの変化による一次レシーバパッドのインダクタンスの変化
　ΔＬ２　高さの変化による二次レシーバパッドのインダクタンスの変化
　ΔＣ２　Ｌ２の変化による二次同調キャパシタンスの等価な変化
　Ｐｍａｘ　ＩＰＴシステムの最大伝送可能な電力
　Ｐｏｕｔ　ＩＰＴシステムに伝送される出力電力
　Ｄ　二次ブーストコンバータの制御デューティサイクル（二次減結合回路）
　Ｒａｃ　共振タンクからの負荷の等価ＡＣレジスタンス（図１９）
　Ｖｏｕｔ　二次減結合回路のＤＣ出力電圧
　Ｉｏｕｔ　二次減結合回路のＤＣ出力電流
　ＲＬ２　二次レシーバパッド３１６のＥＳＲ
　ＲＬｄｃ　ＤＣインダクタ及び整流器ブリッジの抵抗の２倍な線形のＥＳＲ
　Ｒｂｄ＿ｏｎ　ブーストコンバータダイオードの抵抗部分の線形
　Ｖｂｄ＿ｏｎ　ブーストコンバータダイオードの電圧降下部分
　Ｒｈｓ＿ｏｎ　ＬＣＬ負荷共振コンバータ（一実施形態ではＩＧＢＴ　ＩＲＧ７ＰＨ４
２ＵＰＢＦ）のスイッチング素子の抵抗部分の線形
　Ｖｈｓ＿ｏｎ　ＬＣＬ負荷共振コンバータ（一実施形態ではＩＧＢＴ　ＩＲＧ７ＰＨ４
２ＵＰＢＦ）のスイッチング素子の電圧降下部分
　Ｖｒｄ＿ｏｎ　二次整流器回路ダイオードの電圧降下部分
　α　正規化された同調キャパシタンス（１１）
　ηｂ２　電圧降下しない二次ブーストコンバータ（二次減結合回路）の効率
　ηｃ２　線形な抵抗損失を有する二次ブーストコンバータ（二次減結合回路）の効率
　ηｒ２　二次共振回路の効率
　ηｒ１　電圧降下しない一次ＬＣＬ負荷共振コンバータの効率
　ηｃ１　線形な抵抗損失を有さない一次ＬＣＬ負荷共振コンバータの効率
　η　スイッチング損失を無視するシステムの効率
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【０１８６】
　本発明は、その要旨及び本質的な特徴から逸脱することなく他の特定の形態で組み込ま
れうる。説明された実施形態は、あらゆる点で例として示されているに過ぎず、限定する
ものではないと理解されたい。従って、発明の範囲は、上述の説明よりも添付の請求項に
より示される。請求項と等価な意味及び範囲に含まれるあらゆる変更は、当該請求項の範
囲内に含まれる。
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